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策定にあたり 
 

本村では、将来のまちづくりの指針として１０年間を

計画期間とする総合計画を推進してまいりましたが、こ

のたび計画期間の中間年を迎え、社会情勢の変化やこれ

までの取組の成果を踏まえ、「後期基本計画」を策定し

ました。 

近年、人口減少や少子高齢化の進行に加え、デジタル技術の進展など、社会を取

り巻く環境は大きく変化しております。また、自然災害が頻発・激甚化しており、

地域の安全・安心を確保する防災・減災の取組は、これまで以上に重要となってお

ります。 

こうした状況の中、村が将来にわたり持続的に発展していくためには、行政だけ

でなく、村民の皆様や地域団体、事業者の皆様と力を合わせながら、地域課題の解

決に取り組んでいくことが必要であります。 

また、本計画では、これまでの取組を着実に引き継ぎながら、デジタル技術の活

用による行政サービスの向上や地域活力の創出を図るとともに、防災・減災対策の

強化など、安全・安心に暮らせるまちづくりを進めてまいります。 

今後は、本計画の着実な推進を通じて、村民の皆様とともに、持続可能で魅力あ

るまちづくりに取り組んでまいります。引き続きご理解とご協力を賜りますようお

願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたり、アンケート等を通じて貴重なご意見を寄せてい

ただきました村民の皆様、また多大なご尽力と審議をいただきました村振興審議会

並びに村議会議員各位に対し、心より深く感謝申し上げ結びの言葉といたします。 

 

 

令和８年３月 

戸沢村長 加藤 文明 

  



 

 

答申のことば 
 

本村では、将来を見据えたまちづくりを進めるため、

令和３年度を初年度とする「第５次戸沢村総合計画」を

策定し、各種施策の推進に取り組んできました。 

この度、計画期間の中間年度を迎え、社会経済情勢の

変化や人口減少の進行などを踏まえ、後期総合計画を策

定する運びとなりました。 

本審議会では、村長から諮問を受け、村の将来像の実現に向けて、慎重に審議を

行い、人口減少や少子高齢化への対応、地域の活力の維持、さらには近年頻発する

自然災害への備えなど、さまざまな視点から意見交換を行い、本計画の内容につい

て慎重に検討を重ねました。 

本計画が村民の皆様と行政が協働し、持続可能な魅力あるまちづくりを進めてい

くための指針となり、着実に推進されることを期待しております。 

結びに、本計画の策定にあたりご尽力いただきました戸沢村振興審議会委員及び

関係各位に深く敬意を表しますと共に、今後の本村のさらなる発展を心より祈念申

し上げます。 

  

 

令和８年３月 

戸沢村振興審議会 会長 小野 宏 
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第1節 計画の策定にあたって 

第1項 計画策定の趣旨 

戸沢村は、令和3年度から令和12年度を計画期間とする第5次戸沢村総合計画において、

「最上川・笑顔・いきいき 夢あふれる故郷（ふるさと）戸沢村」を将来像として、子育て支

援や教育環境の充実をはじめ、生活環境の整備や地域医療体制の確保など諸施策を積極的に

推進してきました。 

 

一方で、地方自治体を取り巻く環境が刻々と変化するなか、村として取り組むべき課題は、

ますます高度化・複雑化しており、画一的な行財政運営では対応が困難となってきておりま

す。加えて、わが国が本格的な人口の減少時代に突入したことで、出生率の低下による少子

化や団塊世代の急速な高齢化により、このままでは、村の存続に関わる集落機能の低下やマ

ンパワー不足を招き兼ねないことから、危機意識を持ちつつも、持続可能なまちづくりのた

めに一過性ではない総合的な対策が必要となっています。 

 

その実現のためには、行政だけでなく、わが村や地域に対する愛着や誇りを村民一人ひと

りが感じられる風土が必要であり、自らの知恵と行動によって実現していく覚悟が何より重

要となってきます。 

 

後期基本計画においては、第５次戸沢村総合計画の基本構想を堅持しながら、村が直面す

る様々な課題や社会変容に柔軟に呼応しながら、将来を見据えた長期的なまちづくりの視点

に立ち、目指すべき方向性を、村民と行政とが力を合わせて相互に理解し、協力し合いなが

ら、計画的かつ戦略的に進めていきます。 
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第１章 基本構想 

第2項 総合計画の構成、計画期間 

第5次総合計画は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」の3つの階層で構成します。 

第5次総合計画の構成（3つの階層）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「基本構想」及び「基本計画」は村づくりの中長期的な指針として、計画期間を令和3年

度から令和12年度までの10年間とし、「基本計画」は5年で見直しを行います。 

「実施計画」は具体的な事業と財源を社会情勢の変化に適切に対応するため、計画期間

は5年間とし、かつ、毎年度事業ローリング（更新）します。 

第５次総合計画の計画期間 

 
令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

令和 

7年度 

令和 

8年度 

令和 

9年度 

令和 

10年度 

令和 

11年度 

令和 

12年度 

 

          

 
          

 

          

 
          

 

 
     

 
 
    

  
 
   

 

  

基本構想 10 年間 

基本計画 5 年間 5 年間 

実施計画 

（毎年度更新） 

5 年間 

5 年間 

村づくりの理念、将来像、村政の基本 
方針を示します。 

基本構想 

基本方針に基づいて推進する施策内容を 
示します。 基本計画 

基本計画に基づいて実施する具体的な 
事業内容及び財源を示します。（実施計画
書は毎年度更新のため、別冊で作成） 

実施計画 
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第2節 社会潮流と本村の概況 

第1項 社会潮流 

人口減少・少子高齢化の進行  
 

人口減少・少子高齢化の進行 

● 我が国の人口減少は、今後、少子高齢

化の進行に加え、老年人口さえも減少

していく人口構造の変化を伴いながら

加速度的に進むとされており、労働力

人口や消費市場の縮小など、地域社会

に深刻な影響を与えることが懸念され

ています。我が国全体の老年人口がピ

ークに達する「2040年問題＊」への対

策（医療・社会保障、労働生産性、都

市のコンパクト化、過疎化・空き家対

策など）が急務です。 

● このような中、国と地方が一体となって

人口減少のスピードを抑制するととも

に、地域の特性をいかした交流・関係人

口の拡大による活力創出や、住み慣れた

地域で安心して暮らせるまちづくりを進

めることが重要になっています。 

 

 
若者世代の首都圏への集中と地方への
高い関心、「総活躍社会」の創造 

● 地方においては、若年層の就職などに

伴う大都市圏への流出などが続いてお

り、地域経済の活力喪失を防ぐため、

若い世代にとって魅力ある環境の創出

を図る必要性が高まっています。 

● 人口減少が進む社会では、性別、年

齢、障がいや病気の有無、国籍などを

問わず、意欲のある人があらゆる場面

で活躍する「総活躍社会」の創造が求

められます。 
 

 

安全安心を脅かすリスクの高まり  
 

自然災害の頻発化・激甚化 

● 近年、全国各地で甚大な被害を及ぼし

ている集中豪雨や台風に加え、巨大地

震や火山噴火の懸念、新たな感染症の

流行などにより、安全安心な暮らしを

脅かすリスクが高まっています。 

● 今後起こりうる危機事象による社会経

済への影響を最小限にとどめ、迅速に

回復が行われる体制を整えるために

は、行政や村民、事業者などがそれぞ

れの役割を認識しながら、相互に連携

して、本村の安全性を高めていくこと

が求められています。 

 

 

新型コロナウイルス感染拡大の影響 

● 新型コロナウイルス感染症に伴う甚大

な影響は、地球規模で社会、経済、

人々の行動や価値観などあらゆる面に

波及しました。今後、感染症拡大防止

の対応と社会経済活動の両立を進め、

変化に柔軟に対応しながら、新たな経

済社会の姿を実現することが求められ

ています。 
 

 
＊ 2040年問題…1970年代前半生まれの「団塊ジュニア世代」が65歳以上となり、高齢者人口がピーク（全人口の約35%）に達

することで引き起こされる深刻な社会問題の総称。 
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第１章 基本構想 

価値観の変化・多様化 
 

人生100年時代の到来 
（健康寿命の延伸） 

● 我が国は、医療の発達と健康意識の向

上などによって人生100年時代を迎

え、生涯にわたり活躍できる社会が求

められています。 
 

働き方の多様化 
（｢転職なき移住｣等の普及） 

● 生産年齢人口の減少による働き手の不

足が懸念される中、誰もが自分らしい

働きがいを見出せるディーセント・ワ

ーク＊の実現が求められています。こ

うした中、新しい生活様式の普及に伴

い、テレワークといった新しい働き方

が広がりつつあります。 

 

 

共生社会の形成 

● 国籍、文化、価値観が多様化する社会

において、互いに尊重する「共生社

会」の形成がますます重要です。 

● 性別に関係なく、意欲に応じてあらゆ

る分野で活躍できる社会の実現が求め

られています。 

● 孤独の解消やソーシャルキャピタル＊

強化のために新たなつながりが求めら

れています。 

● 近年、ウェルビーイング＊の視点が注

目されています。 

 

技術革新（イノベーション）、国際化などによる社会の変革 
 

脱炭素社会への移行 

● 世界規模で問題となっている地球温暖

化対策のため、地域資源を有効活用し

た再生可能エネルギーの導入などを通

して、脱炭素社会の実現に向けた取り

組みを進める必要があります。 
 

SDGs（持続可能な開発目標）を見
据えた取り組み 

● 世界共通のSDGsの17の目標は、経済

成長・雇用、健康・福祉、気候変動な

どで構成されていることから、一人ひ

とりが持続可能な社会を形成するため

主体的に行動することが大切です。 

 

 
超スマート社会（Society5.0）の 

到来 

● 情報通信技術の飛躍的な発展や交通手

段の発達などにより、国際化が一層進

展し、世界規模で社会的・経済的な結

び付きが深まっています。IoT＊、ビッ

グデータなど第4次産業革命ともいわ

れる技術革新が進む中、新しい生活様

式の実践も相まって、経済活動や日常

生活におけるデジタル技術の活用

（Society5.0＊の導入）が、今後さらに

社会全体へ広がることが予想されてい

ます。 

  

 
＊ ディーセント・ワーク…ILO（国際労働機関）が提唱する「働きがいのある人間らしい仕事」のこと。 

＊ ソーシャルキャピタル…信頼、規範、ネットワークといった人間関係が持つ資源・価値のこと。 

＊ ウェルビーイング…身体的、精神的、社会的に「満たされた良好な状態」が持続する、包括的な幸せのこと。単に病気ではないと

いう健康状態だけでなく、やりがい、人間関係、環境なども含めた「心と体が良い状態」を指す概念。 

＊ IoT（Internet of Things：モノのインターネット）…家電、自動車、機械、センサーなどのあらゆる「モノ」をインターネットに接

続し、相互に情報交換や制御を行う技術や仕組み。 

＊ Society 5.0…サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させ、AI、IoT、ロボット技術を活用して経

済発展と社会的課題（少子高齢化、過疎化など）の解決を両立する、日本が目指す人間中心の未来社会。狩猟、農耕、工業、情報

に続く第5の社会と言われている。 
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第2項 本村を取り巻く状況 

（1）沿革・地勢  

● 本村は昭和30年4月に3村（旧戸沢村、旧古口村、旧角川村）が合併し、現在の「戸沢村」

が誕生しました。山形県の北部・最上地方に位置し、東は新庄市、西は庄内町、南は大蔵

村、北は鮭川村と酒田市に接しており、東西18km、南北23kmに広がり、面積261.31㎢ 

です。 

● 村の中央を日本三大急流の最上川が東西を貫

き、古くから最上川舟運の要衝として栄え、

俳人の松尾芭蕉や正岡子規をはじめ、多くの

文人たちの足跡も数多く残されています。 

また、年間のうち、約4か月間は降雪に見舞わ

れる寒冷の地です。 

● 日本で初めて国民健康保険の仕組みをつくっ

た「共助の精神」は、村づくりの大切な理念

として今も村民に受け継がれています。 

  



 

7 

第１章 基本構想 

 

（2）人口の状況  

総人口 

本村は3村合併以降も人口が減少し続けており、この60年で人口は半数以下の4,000人台

となっています。国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（令和6年

推計）」によると、10年後の令和12年（2030年）は3,300人程度と推計されています。ま

た、少子高齢化も進み、令和12年（2030年）は人口の約半分が65歳以上になる見通しです。 

人口／国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（令和6年推計）」 

 

年齢構成／国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（令和6年推計）」 

 
  

11,155
10,479

9,641

8,600
7,939

7,601 7,421 7,248 6,959
6,450

5,915
5,304

4,773
4,199

3,721
3,312

2,917

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R02 R07 R12 R17

（人）
実績 推計

20.7 20.6 19.7

17.4
15.0

13.1
10.5 9.5 8.7 7.9 7.0 5.8

67.1 65.0
62.5 60.6

58.0 56.8 57.7
55.2

50.7
47.2

43.2 42.7

12.2
14.4

17.7

22.0
27.0

30.1 31.8
35.2

40.6
44.9

49.8 51.5

0

10

20

30

40

50

60

70

80

S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R02 R07 R12 R17

（%）

0～14歳 15～64歳 65歳以上

実績 推計



 

8 

産業構造、働き方の変化 

デジタル化や技術革新の進展、自然災害リスクの高まり、脱炭素化への対応などを背景

に、産業構造は引き続き大きな転換期にあります。国内では、生産年齢人口の減少に伴う

人手不足が一層深刻化しており、女性や高齢者、外国人材など多様な人材が能力を発揮で

きる包摂的な就労環境の整備が求められています。 

新型コロナウイルス感染症の収束後においては、経済活動や人の移動が回復する一方で、

感染症流行時に定着したリモートワークやデジタル活用、柔軟な働き方は引き続き企業経

営の重要な要素となっています。企業経営は集約型から分散型へと移行し、サテライトオ

フィスの設置や地方拠点の活用など、多拠点型の働き方が広がりを見せています。 

また、サプライチェーンの見直しや強靱化が進み、国内回帰や地域分散の動きがみられ

る中、地方は新たな受け皿として注目されています。今後は、職住近接や自然環境を生か

した生活と仕事の両立、ワーク・ライフ・バランスやウェルビーイングを重視した働き方

が進展し、地方における雇用創出や人材流入の可能性が一層高まっていくことが期待され

ます。 

本村の近年の地域経済を見ると、村内総生産は増加傾向にあったものの、令和2年の新型

コロナウイルス感染症拡大を契機に減少傾向にあります。また、村民所得は平成20年から

ほぼ横ばいです。他方、観光客入込数も令和2年に減少しており、その後回復傾向にあるも

のの、依然、厳しい状況です。 

 

村内総生産、村民所得／山形県市町村民経済計算（確報）報告書【令和4年度】 

 

戸沢村の年間観光客入込数／山形県観光者数調査 

 
  

8,402 8,406
7,865 8,108 8,386 8,606 8,591.0 8,572.0 8,592

8,161 8,405

10,608
9,710 9,570 9,310

10,323 10,311 10,377.0 10,572.0

11,883

10,760 10,567

0

2,000

4,000
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10,000

12,000
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（百万円）

村民所得（市場価格表示） 純生産
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420.6
377.5

0

200

400

600

800

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

（千人）



 

9 

第１章 基本構想 

村の財政状況 

平成30年度までの普通会計決算は年間40億円前後で推移し、主な収入源である地方交付

税が歳入全体の半分を占めていました。令和元年度は前年度の繰り越し等により、普通会

計決算が年間54億円台に増加しました。 

こうした中、村税等の自主財源は、国の経済動向や勤労世帯の減少等により増減するも

のの、年間5億5千万円程度を維持しています。このうち、「ふるさと納税」（平成20年5月

開始）は平成27年度から増えはじめ、令和4年度は過去最高の約1億4,900万円を記録し、村

外からの応援が増えつつあります。 

本村の財政状況を踏まえ、柔軟性のある行政運営と事務事業の一層の効率化、村内経済

の回復による財源確保、「自助・互助・共助・公助」の考えに基づく協働の村づくりをさ

らに進めていく必要があります。 

普通会計決算状況／総務課 

 

ふるさと納税受入額及び受入件数／総務省 

 
  

2,137 2,135 2,364 1,985 2,120 2,192 2,185 2,110 2,124 2,136

563 586
561

574 572 503 551 606 534 520

941 1,233
1,536

1,414 959
1,444

1,899
1,475 1,359

2,8293,641
3,954

4,461

3,973
3,651

4,139

4,635
4,191 4,017

5,485

0
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5,000
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第3項 村民の想い・ニーズ 

村民の意識を把握するため村民アンケートを実施しました。 

 

（1）本村の住みやすさ  

         
 

（2）今後の居住意向  

         
 
住み続けたいと思う理由 住み続けたくないと思う理由 

  
  

大変住みよ

い

4.0%

まあまあ住

みやすい

44.2%どちらとも言えな

い

30.2%

どちらかという

と住みにくい

9.0%

大変住みにくい

11.1%
不明

1.5% 48.2 

30.8 

50.0 

41.7 

52.9 

46.1 

66.7 

全体

20代

30代

40代
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0 20 40 60 80（％）

今後も住み
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住み続けたいと

は思わない

21.6%
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31.2%

不明・無回答

1.5% 45.7 
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26.9 

38.9 
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72.7 

64.5 

全体

20代

30代

40代
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60代

70代以上

0 20 40 60 80（％）

78.0 

65.9 

39.6 

30.8 

27.5 

24.2 

住み慣れていて愛着がある

から

家や土地を持っているから

水や緑などの自然環境が良

いから

近所づきあいなど人間関係

がよいから

仕事、家族の都合

米・野菜などのおいしい食

べ物が豊富にあるから

0 20 40 60 80 100（％）

60.5 

53.5 

48.8 

48.8 

44.2 

20.9 

買い物や日常生活が不便だ

から

通勤・通学など、交通が不

便だから

希望する仕事・収入を得る

場がないから

災害の危険性が高いから

飲食店や娯楽施設が少ない

から

住環境が良くないから

0 20 40 60 80（％）

「大変住みやすい」 
＋ 

「まあまあ住みやすい」 

48.2% 

「今後も住み続けたい」 

45.7% 

% 
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第１章 基本構想 

（3）戸沢村へ愛着や誇りを感じるか  

         
 

 

（4）現在の幸福度(１がとても不幸せ、１０がとても幸せ) 
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（5）各取り組みの不満度と優先度 

特に不満度、重要度が高い項目として、以下の項目が挙げられます。 

取り組みの「不満度」と「重要度」の相関図 

 

 
 

不満度、重要度が高い項目 

商工業の振興と労働環境の充実／効率的な行財政運営の確立／農林業の振興 

子育て支援の推進／交通体系・通信基盤の整備 

 

  

安心安全な地域づくり

快適で安全な生活基盤の整備

交通体系・通信基盤の整備

自然と共生する環境づくり

農林業の振興

観光と交流の促進

商工業の振興と労働環境の

充実

健康づくりの推進

子育て支援の推進

地域福祉対策の充実
地域連携の共育

幼児期・学童期の共育

生涯学習・生涯スポーツの

推進

協働による地域づくりの推進

効率的な行財政運営の確立

20

25

30

35

40

45

50

55

60
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重要度平均 

27.0% 
% 

不満度平均 

35.5% 

% 

「重要度」（「重要である」を選択した割合） 

 

「
不
満
度
」
（「
不
満
」「
や
や
不
満
」
）の
合
計
割
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第１章 基本構想 

第3節 今後の課題 

1. 安心して暮らせる潤いとやすらぎのある村づくり 

戸沢村は全国有数の豪雪地帯であり、厳しい自然環境への対応が恒久的な課題です。近年

は、令和6年7月の記録的大雨に代表されるように、自然災害の頻発化・激甚化が加速してお

り、特に被害の大きかった蔵岡地区での集団移転事業など、迅速な生活環境の再建と治水対

策の充実が求められています。 

また、地域防災の中核を担う消防団において、団員の高齢化や就業形態の変化に伴う担い

手不足が深刻化しており、昼間不在団員の増加への対策や組織の在り方の再検討が急務とな

っています。インフラ面では、草薙浄水場をはじめとする水道施設の老朽化が著しく、限ら

れた財源の中で優先順位をつけた計画的な更新が不可欠です。 

さらに、公共交通の維持や、単独浄化槽から合併処理浄化槽への転換など、高齢化が進む

地域における生活基盤の維持管理と利便性向上が求められます。 

2. 活力に満ちた豊かな村づくり 

地域経済を支える産業構造は大きな転換期にあります。村内総生産は、令和2年の新型コ

ロナウイルス感染症拡大を契機に減少傾向に転じ、観光客入込数も依然として厳しい状況が

続いています。 

農業分野では、生産年齢人口の減少に伴う人手不足が深刻であり、耕作放棄地の増加や鳥

獣被害への対策が課題です。持続可能な産業とするためには、「儲かる農業」の実現に向け

た販売推進体制の確立や、女性・高齢者・外国人材など多様な人材が活躍できる包摂的な就

労環境の整備が求められています。 

商工観光においては、豊かな自然や歴史的資源を存分に生かした創意工夫が必要であり、

新しい働き方であるテレワークやサテライトオフィスの誘致など、都市部からの人材流入を

促す施策も重要です。 

また、村税などの自主財源が限られる中、ふるさと納税の活用拡大や事務事業の効率化を

通じた財源確保も、活力ある村づくりに向けた重要な側面です。 

3. 健康で笑顔あふれる元気な村づくり 

戸沢村は、令和12年（2030年）には人口の約半分が65歳以上になると予測されており、

少子高齢化の進行が顕著です。これに伴い、住民の健康寿命の延伸と、安心して老後を過ご

せる地域医療体制の確保が最大の課題となっています。 

特に、被保険者数の減少が続く国民健康保険の将来的な安定運営の維持には危機感があり

ます。 
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子育て支援については、出生率の低下が続く中、安心して子どもを産み育てられる環境の

整備に加え、働きながら育児ができる支援体制の充実が求められています。 

また、障がい者や高齢者が地域社会の中で孤立することなく、互いに尊重し助け合う「共

生社会」の形成が重要です。孤独の解消やソーシャルキャピタルの強化に向けて、ウェルビ

ーイング（個人の幸福感）を重視した新たなつながりづくりが必要となっており、誰もが役

割を持って活躍できる「総活躍社会」の実現が目指されています。 

4. 文化と自然を大切にする心豊かな村づくり 

「村づくりは人づくり」という基本理念のもと、地域と連携した教育体制の構築が課題で

す。子どもたちの減少が進む中で、保育園・初等部・中等部が連携する「保小中一貫教育」

を推進し、戸沢村独自の教育環境をいかに維持・発展させるかが重要視されています。 

地域全体で子どもを育む「共育」の視点を持ち、地域住民が学校教育に主体的に関わる仕

組みづくりが求められています。 

また、人生100年時代を見据え、生涯にわたって学び続け、文化やスポーツ、ボランティ

ア活動を通じて自己実現ができる「生涯学習社会」の形成が課題です。戸沢村には最上川舟

運の歴史や伝統文化、芭蕉などの文人の足跡が多く残されていますが、これらを次代に継承

する担い手の不足も懸念されます。 

伝統と文化を守りつつ、多様な価値観を認め合い、村民一人ひとりが愛着と誇りを持てる

ような、心豊かな風土を醸成していくことが求められています。 

5. 村民の参加と協働による村づくり 

人口減少社会においては、行政のみによる公共サービスの提供には限界があるため、「自

助・互助・共助・公助」の役割分担を再定義することが求められます。 

戸沢村が誇る「相互扶助の精神」を現代の形に合わせて再構築し、村民一人ひとりが地域

の課題を自らのものとして捉え、行動する「協働」の姿勢を育むことが必要です。 

具体的には、村職員による地域担当制の導入など、行政がより住民に近い場所で支援する

体制の構築が必要です。 

一方で、単独自治体での運営が困難な分野については、最上管内の市町村との広域的な連

携を強化し、質の高い住民サービスを効率的に提供する仕組みづくりが求められています。

デジタル技術の活用（Society5.0の導入）による行政事務の効率化や、数値目標に基づく

PDCAサイクルの徹底など、透明性が高く実効性のある計画的な行政運営を、住民と力を合

わせて進めていくことが必要です。 
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第１章 基本構想 

第4節 基本理念と将来像 

第1項 村づくりの基本理念 
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第3項 将来人口 

直近の国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の将来推計では、従来の推計を上回る厳

しい人口減少の見通しが示されており、人口動態を取り巻く状況は一層深刻化しています。 

国勢調査結果をもとに推計を行うと、2020年時点で実績が推計を約150人下回っています。 

これらの状況を踏まえ、ケース2を基準として総合計画の将来人口を補正します。 

 

 
資料：内閣府「市区町村別推計（令和元年６月版）」を用いて作成 

 

 

基準値    現行計画 
後期基本計画における 

補正値 

令和2（2020）年 

4,273人 
（住民基本台帳9月末現在） 

 

 

 
令和12（2030）年 

3,700人以上 

令和12（2030）年 

3,600人以上 

（-100人の下方修正） 

  

R2

2020

R7

2025

R12

2030

R17

2035

R22

2040

R27

2045

R32

2050

R37

2055

R42

2060

社人研推計 4,347 3,721 3,312 2,917 2,541 2,184 1,846 1,541 1,280

前ビジョン展望 4,199 3,980 3,700 3,489 3,242 2,845 2,483 2,167 1,904

ケース1（前ビジョンと同条件） 4,199 3,869 3,634 3,418 3,233 2,900 2,568 2,257 1,983

ケース2（ケース1から合計特殊出生

率を調整）
4,199 3,869 3,609 3,363 3,138 2,782 2,452 2,147 1,878

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500人
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第１章 基本構想 

第4項 国土強靱化構想 

➊ 国土強靱化の取り組み姿勢 

● 本村の強靱性を損なう原因について、あらゆる側面から検討し、長期的な視点を持って

計画的な取り組みにあたります。 

● 本村の社会経済システムの有する潜在力、抵抗力、回復力、適応力を強化します。 

 

➋ 適切な施策の組み合わせ 

● 災害リスクや地域の状況等に応じて、ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせて効

果的に施策を推進します。 

● 「自助」「共助」及び「公助」を適切に組み合わせるとともに、国、県、村、村民、民

間事業者、ＮＰО等、関係者相互の連携により取り組みを進めます。 

● 非常時に防災・減災等の効果を発揮するのみならず、平時にも有効に活用される対策と

なるよう工夫します。 

 

➌ 効率的な施策の推進 

● 村民の需要の変化等を踏まえるとともに、効果的な施策の実施に配慮して、施策の重点

化を図ります。 

● 既存の社会資本を有効活用すること等により、費用を縮減しつつ効率的に施策を推進し

ます。 

● PFI＊の導入等、民間資金・活力を導入した取り組みを推進します。 

● 施設等の効率的かつ効果的な維持管理に努めます。 

 

➍ 地域の特性に応じた施策の推進 

● 高い高齢化率、全国有数の豪雪地域、豊富な再生可能エネルギー資源を有すること等、

本村の特性に応じた取り組みを進めます。 

 

➎ 国土全体の強靱化への貢献 

● 国土全体での代替性・補完性（リダンダンシー）の確保や、東京一極集中の是正等を促

進することにより、国土全体の強靱化につなげていく視点を持っていきます。 

● 国土強靱化を実効あるものとするため、国と県の取り組みとの連携を図ります。 

 

  

 
＊ ＰＦＩ（Private Finance Initiative）…公共施設等の建設、維持管理、運営等において民間の資金、経営及び技術的能力を活

用する手法。 
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第5節 村づくりの基本方針と施策体系 

本村の将来像を実現するための5つの基本方針を定め、これまでの土台を最大限に生かす

村づくりを村民と一緒に進めます。 

 

 ᶦᾚ  
すべての村民が「この村に住んで良かった」と実感できることが大切です。 

安全に安心して暮らすことのできる住環境と防災体制の一層の強化を柱に、潤いとやすらぎ

のある生活基盤の整備を進めます。 

 

 ̩  
定住する上で重要な経済基盤の強化に向けて、豊かな自然に恵まれた環境のもと、儲かる農

業、事業者の創意工夫を応援し、地域資源を存分に生かす商工観光の振興を図ります。 

県や管内市町村と連携し、一人一人が“働きがい”を持つ労働環境を形成します。 

 

 ɄἋ ʈ  
元気な村づくりのためには健康で長生きできる環境づくりを進めていくことが大切です。 

少子高齢化が一段と進む中、安心して子育てできる環境づくりとともに、高齢者も障がい者

も含めてみんなが笑顔で支え合う、本村独自の共生社会を形成します。 

 

 ͤ ˯ײ ᾚ  
「村づくりは人づくり」を基本に、地域と連携する保小中一貫教育による本村独自の「共

育」を推進します。 

人生100年時代を迎え、生涯にわたって常に新鮮な気持ちで暮らすことのできるよう、文

化、スポーツ、ボランティア等を通じてお互いの交流を盛んにし、伝統と文化を次代に継承す

る、心を豊かにする生涯学習社会を形成します。 

 

 λ̬ Βɡ  

村づくりは、将来にわたる自分たちの暮らしを村民・地域・行政が一緒になって築いていく

ものです。 

「国民健康保険発祥の地」としての誇りと村民のＤＮＡ（遺伝子）に脈々と受け継がれてい

るお互いに助け合う相互扶助の精神のもと、みんなで汗を流し、知恵を出し合いながら地域の

課題に立ち向かい、村民一人一人が幸せを実感できる村づくりを進めます。 

基本方針 1 

基本方針 2 

基本方針 3 

基本方針 4 

基本方針 5 
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第１章 基本構想 

施策体系 

基本方針 主要施策 施策の内容 

１ 
安心して暮らせる 

潤いとやすらぎの 

ある村づくり 

1- 1 
安心安全な 
地域づくり 

1- 1- 1 消防防災体制の整備 1- 1- 2 交通安全・防犯対策の充実 

1- 1- 3 雪対策の充実 

1- 2 
快適で安全な 
生活基盤の整備 

1- 2- 1 簡易水道の整備推進 1- 2- 2 生活排水処理対策の促進 

1- 2- 3 ごみ、廃棄物対策の推進 1- 2- 4 定住環境の整備 

1- 3 
交通体系・ 
通信基盤の整備 

1- 3- 1 国道・県道の整備促進 1- 3- 2 村道の整備促進 

1- 3- 3 総合的な交通体系の整備 1- 3- 4 情報・通信体系の整備 

1- 4 
自然と共生する 
環境づくり 

1- 4- 1 自然と共生する環境づくり 

 

２ 
活力に満ちた 

豊かな村づくり 

2- 1 農林業の振興 

2- 1- 1 農業の振興 2- 1- 2 農産物の販売推進体制の確立 

2- 1- 3 畜産振興 2- 1- 4 多面的機能支払交付金事業 

2- 1- 5 中山間地域等直接支払交付金事業 

2- 1- 6 耕作放棄地・遊休農地対策 2- 1- 7 農地基盤整備事業の促進 

2- 1- 8 林業の振興 2- 1- 9 内水面漁業の振興 

2- 2 観光と交流の促進 2- 2- 1 観光と物産の振興 2- 2- 2 交流事業の推進 

2- 3 
商工業の振興と 
労働環境の充実 

2- 3- 1 商工業の振興 2- 3- 2 雇用と労働環境の充実 

 

３ 
健康で 

笑顔あふれる 

元気な村づくり 

3- 1 健康づくりの推進 
3- 1- 1 健康の増進 3- 1- 2 予防接種の実施 

3- 1- 3 社会保障制度の充実 

3- 2 子育て支援の推進 3- 2- 1 子育て支援の充実 3- 2- 2 子育て環境の整備 

3- 3 
地域福祉対策の 
充実 

3- 3- 1 地域福祉の充実 3- 3- 2 高齢者福祉の充実 

3- 3- 3 障がい者福祉の充実 
 

４ 
文化と自然を 

大切にする 

心豊かな村づくり 

4- 1 地域連携の共育 4- 1- 1 地域全体で子どもと大人の社会力を育む 

4- 2 
幼児期・学童期の 
共育 

4- 2- 1 保小中一貫教育で戸沢村の未来を創る子どもを育む 

4- 3 
生涯学習・生涯 
スポーツの推進 

4- 3- 1 村民の豊かな生活を支える生涯学習のススメ 

4- 3- 2 健康・元気！生涯スポーツのススメ 
 

５ 
村民の参加と 

協働による村づくり 

5- 1 
協働による 
地域づくりの推進 

5- 1- 1 協働による地域づくりの推進 

5- 2 
効率的な 
行財政運営の確立 

5- 2- 1 効率的な行財政運営の推進 

5- 2- 2 広域行政の推進 
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第6節 計画の推進 

第1項 推進体制 

村づくりの推進体制として、まちづくり課が「司令塔」として計画推進のコーディネート

を行い、所管分野を横断するプロジェクトチームを必要に応じて庁内に組織します。 

産官学金労言等の各界各層の協力を仰ぎ、幅広いパートナーシップを構築します。 

国からの交付金・補助金・助成金、財政支出をはじめ、高等教育研究機関、民間企業等か

らの協力を仰ぎ、計画を推進する財源確保に努めます。 

 

 

第2項 進捗管理 

村民ニーズと社会潮流を取り入れながら、最適な施策展開を継続的に行う仕組みとして、

数値目標とPDCAサイクル＊を導入します。 

毎年度、「事業ローリング」により計画検証を行います。 

PDCAサイクルイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
＊ PDCAサイクル…Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Action（改善）のサイクルによって事業を継続的に改善するマネジ

メント手法。 

Plan

（計画）

Do

（実行）

Check

（評価）

Action

（改善）
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第１章 基本構想 

第3項 数値目標 

分類 No 項目 基準 中間値（実績） 10年目標 出典 

計画全体 

01 総人口 
4,273人 

（令和元年9月末） 

3,814人 

（令和6年度末） 

3,600人 

（令和12年9月末） 
住民基本台帳 

02 
年少人口 

（0～14歳） 

390人 

（令和元年9月末） 

294人 

（令和6年度末） 

418人 

（令和12年9月末） 
住民基本台帳 

03 
生産年齢人口 

（15～64歳） 

2,159人 

（令和元年9月末） 

1,817人 

（令和6年度末） 

1,654人 

（令和12年9月末） 
住民基本台帳 

基本方針１ 

安心して 

暮らせる潤い

とやすらぎの

ある村づくり 

04 防災士有資格者数 
14人 

（令和元年度末） 

17人 

（令和6年度末） 

22人 

（令和12年度末） 
戸沢村 

 
定住促進住宅 

入居戸数 

９戸 

（令和2年度末） 

22戸 

（令和6年度末） 

完了のため、 

後期基本計画では

指標から外します 

 

基本方針２ 

活力に 

満ちた豊かな

村づくり 

05 

農業産出額 

（耕種、畜産、 

加工農産物合計） 

15億1千万円 

（平成30年） 

14億2千万円 

（令和5年） 

Ｈ30比110％ 

（令和12年） 

政府統計「市町村別

農業産出額（推計）」 

06 年間観光客入込数 

近年最多 

59万4千人 

（平成28年） 

近年最多 

37万8千人 

（令和6年） 

53万人 

（令和12年） 

山形県観光者数調

査 

07 
村民所得 

（市場価格表示） 

91億9百万円 

（平成29年） 

100億5百万円 

（令和4年度） 

Ｈ29比120％ 

（令和12年） 

山形県市町村民所

得 

基本方針３ 

健康で 

笑顔あふれる

元気な 

村づくり 

08 健康寿命 

男性76.76年 

女性81.31年 

（平成28年） 

男性80.5年 

女性87.6年 

（令和6年度） 

県平均に近づく 

（令和12年） 

やまがた健康デー

タ見える化マップ

「健康寿命」 

09 合計特殊出生率 

直近最高値 

1.77 

（平成26年） 

直近最高値 

1.31 

（令和4年） 

現状維持 

（令和12年） 
山形県統計年鑑 

基本方針４ 

文化と自然を 

大切にする 

心豊かな 

村づくり 

10 
地域学校協働本部 

部会 

未設置 

（令和2年度末） 

３部会 

（令和3年度） 
３部会設置済み 

戸沢村教育 

委員会 

11 
義務教育学校の 

設置 

未設置 

（令和2年度末） 

設置 

（令和3年4月1日） 
設置済み 

戸沢村教育 

委員会 

基本方針５ 

村民の参加と 

協働による 

村づくり 

12 
村職員の 

地域担当制 

未導入 

（令和2年度末） 

未導入 

（令和2年度末） 

導入済み 

（令和４年度） 
戸沢村 

13 ふるさと納税金額 
最多85,335千円 

（平成29年度） 

54,698千円 

（令和6年度） 

200,000千円 

（令和12年度） 
戸沢村 
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安心して暮らせる潤いとやすらぎのある村づくり 
基本方針 

１ 

基本方針1 安心して暮らせる潤いとやすらぎのある村

づくり 

主要施策1-1 安心安全な地域づくり 

1-1-1 消防防災体制の整備 

 

◆ 蔵岡地区の移転事業をはじめ、安全で安心できる生活環境の整備を進めま
す。 

◆ 安心安全な村づくりを進めるために、消防防災体制の強化・充実・救急体制
の整備と情報収集・発信強化を引き続き推進していきます。 

◆ 危険箇所の点検整備や防災体制の強化を最上広域市町村圏事務組合消防
本部との連携をもとに確立します。 

 

 

 

これまで戸沢村では、関係各機関による対策を進めてきました。しかし、令和6年7月の

記録的豪雨による被害等が甚大であったことから、今後の治水対策の充実が求められてい

ます。 

特に、被害の大きかった蔵岡地区においては、集団移転事業が進められており、安全で

安心できる居住環境をハード・ソフトの両面からつくっていくことが求められています。 

また、地域防災の中核を担う消防団について、団員の高齢化と就業形態の変化、生活様

式や意識の変化により団員の確保が困難になっているほか、昼間不在団員の増加等が課題

としてあり、消防防災組織について継続して検討が必要になっています。 

 

  

現状と課題 

安心して暮らせる潤いと 
やすらぎのある村づくり 

基本方針 

１ 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

（1）防災予防運動の展開 

防災行政無線による広報、村民と行政

の協働による地域防災力の向上と自主防

災組織の育成を図り、防災意識の啓発に

努めます。 

 

（2）消防団協力事業所表示制度の 

促進 

消防団活動に協力している事業所に対

する表示証の交付により、協力事業所の

地域への社会貢献を評価するなど、消防

団と事業所の連携・協力体制の強化と地

域における消防・防災体制の充実・強化

を図ります。 

 

（3）消防団員の加入促進と安全確保 

地域防災力の中核を担う消防団員につ

いて地域・企業団体と連携した加入促進

を図るとともに、機能別消防団員への加

入促進を図ります。また、施設・設備の

充実を計画的に進め、消防団活動の効率

化、安全確保を図ります。 

 

 

  

（4）防災体制の強化・充実 

ハザードマップを活用した災害時にお

ける避難体制の強化や、自主防災組織及

び防災リーダーの育成・支援を図るとと

もに、防災士有資格者の積極的な活用を

図ります。 

 

（5）防災行政無線等の次世代化 

災害予防対策や災害発生時は、迅速か

つ的確な情報の収集と伝達を行うことが

重要です。このため通信手段の確保とし

て、防災行政無線をはじめとした防災関

係機関が使用する情報通信施設につい

て、随時更新を進めます。 

 

（6）総合的な防災体制と危機管理 

体制の充実 

地域防災計画に基づきながら、危険箇

所の点検整備、最上広域市町村圏事務組

合消防本部との連携、地域事業者等との

支援協定の拡充等、応急対策及び復旧対

策を円滑に進めます。 

 

（7）安全な環境整備の推進 

蔵岡地区の移転事業や護岸整備・道路

環境整備など、安全な生活環境基盤の整

備を進めます。 

 

施策の内容 
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安心して暮らせる潤いとやすらぎのある村づくり 
基本方針 

１  

主要施策1-1 安心安全な地域づくり 

1-1-2 交通安全・防犯対策の充実 

 

◆ 安心で安全な地域社会の実現のため、関係機関や各種団体等との連携によ
る地域活動の推進等、村民各層の交通安全意識の高揚に向けた交通安全対
策を推進します。 

◆ 高齢者を狙った悪質商法等の犯罪を未然に防ぐために、防犯意識の普及啓
発活動に努めます。また、防犯灯等の施設整備を促進し、犯罪被害の未然防
止に努めます。 

 

 

安心・安全な交通環境の整備を進めるとともに、警察や関係機関と連携しながら危険箇

所への対応や啓発活動に取り組みました。また、防犯協会による各種啓発活動をはじめ、

年金支給日等の機会を捉えて金融機関において特殊詐欺被害防止の呼びかけを行うなど、

防犯意識の向上に努めています。あわせて、防犯灯の新設や修繕を実施し、地域の夜間に

おける安全確保を図りました。 

これらの取り組みにより、交通安全や防犯に対する住民の意識向上が図られたとともに、

犯罪抑止や地域の安心感の向上につながる一定の成果が得られています。 

一方で、今後は引き続き交通環境の整備を推進するとともに、犯罪情報の迅速な提供や

啓発活動のさらなる充実を図る必要があります。また、防犯灯についてはLED化への切り

替えが完了していないことから、計画的な更新と維持管理の効率化が求められています。 

 

（1）交通安全意識の啓発活動の推進 

交通関係団体や警察、各種団体等との連

携のもと、交通事故防止に向けた効果的な

交通安全教育・啓発活動を推進します。 

 

（2）交通安全施設等の整備促進 

交通安全施設の充実により、安心・安

全な交通環境の整備を推進します。 

  

（3）防犯意識の啓発活動の推進 

犯罪情報の迅速な提供等により、防犯

環境の充実を図るとともに、犯罪被害防

止のための防犯啓発や、子どもたちの防

犯教育・被害者も加害者も出さないまち

づくりを推進します。 

 

（4）防犯灯の整備促進 

防犯灯の設置及び修繕を実施し、防犯

環境の向上を推進します。 

  

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

主要施策1-1 安心安全な地域づくり 

1-1-3 雪対策の充実 

 

◆ 雪に強い生活基盤の整備を進めるとともに、長寿社会に対応した雪対策の
充実に努めます。 

◆ 農業やエネルギー分野への雪の利活用、冬の観光やイベントの創出を推進し
ていきます。 

 

 

本村をはじめ最上地域では道路の除排雪や屋根の雪下ろし等、雪の問題が村民の大きな

不安や負担となっています。 

冬季間における通勤・通学等の交通確保のため、民間委託による除雪作業や、除雪機械

の購入を実施しています。 

また、一人暮らしの高齢者世帯や老夫婦のみの世帯の除雪対応の取り組みとして、社会

福祉協議会と連携した除雪ボランティア活動を行っています。 

一方で、主要道路における除雪作業や地域の除雪支援活動については、業務委託やボラ

ンティアなどの担い手不足が課題となっています。 

また、親雪の取り組みとして角川地区では、地元住民有志が協力し、積雪を利用したイ

ベント「角川雪回廊物語」を実施しています。 

 

（1）除雪体制・除雪機械の整備 

民間の力を生かした除雪体制の充実や

除雪機械の計画的な整備を図ります。 

 

（2）長寿社会に対応した雪対策の 

充実 

社会福祉協議会と連携して除雪ボラン

ティアに取り組みます。また、高齢者世

帯等への除雪補助を行います。 

  

（3）利雪・親雪活動の推進 

雪を有効な資源として農業、エネルギ

ー、観光に活用できるよう、関係機関と

連携を図りながら推進します。 

 

  

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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安心して暮らせる潤いとやすらぎのある村づくり 
基本方針 

１  

主要施策1-2 快適で安全な生活基盤の整備 

1-2-1 簡易水道の整備推進 

 

◆ 安定した水の供給のために施設の固定資産台帳を早急に整備し、老朽度や
重要性を考慮し、優先順位を設定した上で計画的な更新を図っていきます。 

◆ 昭和47年度に供用開始された草薙浄水場では老朽化が著しく、早期の改
修を目指します。 

 

 

簡易水道の整備推進に向け、企業会計移行を見据えた固定資産台帳の整備を進め、令和4

年度に整備を完了しました。また、草薙浄水場更新事業については設計業務、工事発注を

終えています。あわせて、渇水期における断水防止を目的として、住民に対し節水への協

力を呼びかけ、安定した給水体制の確保に努めました。 

これらの取り組みにより、渇水期においても断水を生じさせることなく給水を継続する

ことができています。今後は、整備した固定資産台帳を基に計画的な施設更新を進めると

ともに、災害復旧工事の影響による入札不調の可能性も踏まえ、事業の円滑な推進を図る

必要があります。また、将来的な水量減少を見据え、引き続き節水意識の啓発に取り組む

ことが必要です。 

 

（1）固定資産台帳の整備 

各施設の現状を的確に把握する固定資

産台帳を整備し、中長期的な施設整備の

更新・修繕を計画的に行い、長寿命化と

経営基盤の強化を図ります。 

 

（2）草薙浄水場の改修 

草薙浄水場の更新工事に着手・完了し

ます。 

  

（3）節水意識の高揚 

限りある水資源の有効活用のため、村

民の節水の意識を高める啓発活動に努め

ます。 

  

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

主要施策1-2 快適で安全な生活基盤の整備 

1-2-2 生活排水処理対策の促進 

 

◆ 戸沢村生活排水処理施設整備基本計画に基づき、地域集落の水質保全や地
域環境の改善を図るため、生活排水処理対策を計画的に進めます。 

 

 

生活排水処理対策の促進に向け、単独浄化槽からの転換を進めるとともに、計画区域に

おける水洗化率の向上に取り組みました。また、住宅の新築やリフォームを契機として水

洗化が進み、集合処理区域の水洗化率向上や浄化槽の設置や転換で徐々に進展しています。 

汚泥については農地還元を基本とし、2施設では乾燥汚泥の配布、残る2施設では搬出処

分を行いました。今後は、高齢者世帯など将来的に住宅利用が見込めないケースへの対応

を含めた水洗化の推進が課題となっています。あわせて、乾燥機を有しない施設における

汚泥処理方法の検討や、高齢世帯に配慮した水洗化促進策の充実を図る必要があります。 

 

 

（1）水洗化の促進 

戸沢村生活排水処理施設整備基本計画

の見直しを行い、下水道事業、農業集落

排水事業、合併浄化槽事業による排水対

策を実施します。 

 

（2）汚泥利用計画の推進 

年間約60トンとされる排水処理場廃棄物

である汚泥を有効資源として利活用を進

めます。 

  

（3）水質汚濁の改善 

生活排水による水質汚濁の状況やその

対策について啓発を行い、衛生的で快適

な生活環境づくりと水質改善を図りま

す。 

  

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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安心して暮らせる潤いとやすらぎのある村づくり 
基本方針 

１  

主要施策1-2 快適で安全な生活基盤の整備 

1-2-3 ごみ、廃棄物対策の推進 

 

◆ 戸沢村分別収集計画に基づき、ごみの減量化と再資源化に向け、村民の理
解を得ながら分別収集の徹底を図るともに、食品残渣（生ごみ）の収集体制
の整備による循環型農業への活用を推進します。 

◆ 地域や学校における環境教育を支援し、快適で清潔な環境づくりを推進し
ます。 

 

 

ごみ・廃棄物対策の推進に向け、分別回収ステーションによる回収や年2回のイベント回

収を通じて、資源リサイクル運動を進めました。また、広報等を活用した周知啓発により、

不法投棄に対する認知度の向上を図り、住民による監視意識の醸成に努めました。 

加えて、長年休止していた住民ボランティアによるごみ拾いを令和６年度に再開し、環

境美化への意識向上を図りました。 

これらの取り組みにより、村全体でごみの減量化や資源リサイクルに対する意識が徐々

に浸透し、小型家電やリサイクルバッテリー等の持ち込み増加といった成果が見られてい

ます。一方で、核家族化や家庭菜園を持たない世帯の増加によりコンポスターの購入が減

少していることや、子どものいない世帯の増加に伴い、集団資源回収における地域の負担

の高まりがみられます。 

今後は、不法投棄に対する通年の監視体制をさらに強化するとともに、衛生組合連合会

と連携し、分別しやすく管理しやすい回収ステーションの運営に努める必要があります。

また、ごみ拾いについても、実施場所の検討を含め、継続的に実施できる体制を構築する

ことが求められます。 

 

  

現状と課題 

施策の方針 



 

31 

 

第 2 章 基本計画 

 

 

（1）家庭系ごみの減量化と有効利用

の推進 

ごみの減量化、特に生ごみの堆肥化を

普及すべく、衛生組合を通じコンポスタ

ー購入に対する補助を行います。 

小・中学校等で実施している資源ごみ

の集団回収事業に奨励金を継続して支給

します。村民同士の交流を通し、村を挙

げて資源循環の取り組みを実施します。 

 

（2）不法投棄防止対策 

立て看板の設置やパンフレット等の配

布により、不法投棄が犯罪行為であるこ

とを周知し、その防止に向けた啓発を図

ります。 

また、県や産業廃棄物協会と連携し、

地区会合同の不法投棄防止パトロール等

を実施します。 

 

（3）分別収集の強化と資源リサイク

ル運動の推進 

限られた資源の有効な活用に向け、可

燃ごみ、不燃ごみの分別収集の強化を図

るとともに、再利用できる廃棄物等の収

集体制を整備し、資源リサイクル運動を

進めます。 

 

 

  

施策の内容 
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安心して暮らせる潤いとやすらぎのある村づくり 
基本方針 

１  

主要施策1-2 快適で安全な生活基盤の整備 

1-2-4 定住環境の整備 

 

◆ 定住化を促進するために、村営住宅の維持管理を計画的に進めるととも
に、定住促進住宅の建設、空き家の活用を図ります。 

◆ 広域連携のもと、ＵＪＩターンを希望する人への積極的なＰＲを展開します。 

 

 
定住環境の整備に向け、公営住宅、定住促進住宅、子育て応援住宅の維持管理を行うと

ともに、これまで定住促進住宅3戸の販売を実施しました。また、子育て応援住宅の整備お

よび隣接地の宅地造成工事を行い、受け入れ環境の充実を図りました。 

あわせて、住宅改修への補助や耐震化の促進に取り組み、移住定住サイト「とざわ暮ら

し」の開設や移住・交流フェアへの参加を通じて情報発信を行いました。さらに、空き家

バンク情報を村ホームページで公開し、譲渡契約の成立につなげました。 

これらの取り組みにより、定住促進住宅および子育て応援住宅の入居状況は高い水準を

維持しており、令和7年6月開催の移住・定住フェアでは19組34人が来訪するなど、村のPR

につながっています。 

一方、老朽化した公営住宅の管理や、耐震改修の効果が見えにくい中での制度活用促進、

子育て応援住宅の空室解消が課題となっています。今後は、移住につなげるための住宅確

保など受け入れ体制の強化に取り組む必要があります。 

 

（1）村営住宅の整備 

村営住宅の適正な維持管理を図ります。 

 

（2）快適な住環境の整備 

持家住宅促進整備事業及び木造住宅耐

震化診断事業を推進します。 

 

（3）定住促進住宅の建設 

宅地造成場所について、民間資金の活

用による建設を行います。また、分譲地

の販売促進を行い、定住者の確保に努め

ます。 

  

（4）ＵＪＩターンの受け入れ対策の

推進 

ＵＪＩターン者への認知度を高めるた

め、県・最上地域協議会と連携したイベ

ントの開催、継続的な情報提供、空き住

宅情報の整備を図り、受け入れ環境づく

りに努めます。 

 

（5）空き家情報の提供 

空き家等対策計画に基づき、空家調査

の実施と、空き家バンクを外部に委託し

利用促進を図ります。 

 

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

主要施策1-3 交通体系・通信基盤の整備 

1-3-1 国道・県道の整備促進 

 

◆ 多くの村民は通勤や通学の送迎、買い物等の日常生活で自家用車を利用し
ていることから、重要な生活基盤であり、地域経済の大動脈である国道・県
道の整備促進とアクセスの利便性強化を引き続き推進します。 

 

 

国道・県道の整備促進に向け、新庄から酒田までを結ぶ国道47号の高規格化を目指し、

関係機関に対する要望活動を継続的に実施しており、令和6年12月には古口までの区間が開

通しました。なお、高屋道路、高屋防災、戸沢立川道路の完成に向け、国道47号整備促進

同盟会を通じた要望活動を行っています。 

また、舟形町・大蔵村・戸沢村の1町2村で同盟会を構成し、県に対しても連携した要望

活動を実施しており、戸沢大蔵線では、角川アンダーにおける冠水解消を目的とした県道

改築工事が進められています。 

一方、南部地区をはじめとする県道については、依然として改修が必要な路線が残って

いる状況です。 

今後は、同盟会による広域的な連携を一層強化し、未整備区間や防災機能の向上を含め

た県道整備について、引き続き関係機関への要望活動を行っていく必要があります。 

 

 

（1）高速道路の整備促進 

他圏域との産業や文化の交流による地

域活性化を図るため、新庄酒田地域高規

格道路の早期完成を関係機関に働きかけ

ます。 

 

（2）国道47号の改良整備 

内陸と庄内地域を結ぶ重要な路線であ

る国道47号の改良整備については、県道

に移行してからも、維持管理が適切に行

われるよう関係機関に要望します。 

  

（3）主要地方道の整備促進 

地域住民の利便性向上と交通安全を確

保するため、狭隘な区間の改良整備、踏

切改良を関係機関に粘り強く要望しま

す。 

 

  

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 



 

34 

安心して暮らせる潤いとやすらぎのある村づくり 
基本方針 

１  

主要施策1-3 交通体系・通信基盤の整備 

1-3-2 村道の整備促進 

 

◆ 村道について、生活道として潤いのある道路づくりを進め、安全性向上や環
境整備等、機能強化と親しみある道路整備を進めます。 

 

 

村道の整備促進に向け、村道の計画的な改築工事および維持補修事業を継続的に実施し

ました。改築工事については、交付金を財源として整備を進め、西沢線における橋梁架設

などを実施しました。また、道路の拡幅整備のほか、村道の維持補修については、毎年度

計画を立てながら補修工事を行い、道路機能の維持と通行の安全確保に努めました。 

これらの取り組みにより、村道の通行環境や安全性の向上が図られています。 

一方、村道は生活道路として重要な役割を担っている一方で、老朽化が進んでいる路線

も多く、引き続き計画的な改築や補修が求められています。今後は、限られた財源の中で

優先順位を明確にしながら、交付金等の活用を含めた安定的な財源確保に取り組むととも

に、安全で利用しやすい道路環境の整備を継続していく必要があります。 

 

 

（1）村道の計画的な整備 

日常的な生活道路としての機能を向上

させ、交流人口の拡大に向け、その利便

性の向上に努めます。 

 

（2）歩行者の安全対策の推進 

歩道の整備や冬季間通行の確保に努

め、安全性、利便性を高めます。 

 

  

（3）村道の維持管理の強化 

安全な交通を確保するため、維持管理

を計画的に推進します。 

 

  

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

主要施策1-3 交通体系・通信基盤の整備 

1-3-3 総合的な交通体系の整備 

 

◆ お年寄りや子ども等の交通弱者を含めた村民の平等な移動手段であり、観
光・交流の重要な手段である交通機関の確保と充実を図ります。 

 

 

公共交通の持続性確保を目的に公共交通活性化協議会最上地域部会を開催し、市町村の

枠を越えた連携を図りました。公共交通の維持は最上地域全体に共通する課題であるとの

認識のもと、周辺自治体と連携しながら協議を進めていくことが確認されました。 

また、デマンドバスの運行を継続するとともに、令和5年度からはデマンドタクシーの本

格運行を開始しました。JRの鉄道や新庄市の循環バスとの接続を調整することで、通院や

外出などの日常的な移動ニーズに対応しています。これらの取組により、一定の移動手段

は確保されていますが、一方で、ドア・ツー・ドアの移動ニーズの高まりや利用者数の減

少に伴う運行コストの増加など、公共交通の維持に関する課題が顕在化しています。 

今後は、JR陸羽西線の運行再開と合わせて、最上地域全体の視点から、持続可能な公共

交通のあり方について検討を進めていく必要があります。 

 

（1）バス・鉄道の維持 

お年寄りや子ども等の交通弱者を含め

た交通手段の確保を図るため、効率的で

利便性のあるバスの運行を継続します。

また、周辺自治体と連携し、鉄道の維持

を事業者に働きかけます。 

  

（2）新たな公共交通の整備 

デマンドバスやデマンドタクシーとい

ったコストを抑えつつ、かつニーズに合

わせた総合的な公共交通の整備を図りま

す。 

  

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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安心して暮らせる潤いとやすらぎのある村づくり 
基本方針 

１  

主要施策1-3 交通体系・通信基盤の整備 

1-3-4 情報・通信体系の整備 

 

◆ 安心安全な地域づくりのために、通信機器設備の多目的利用の検討と公的
機関等を結ぶ通信網の整備を図っていきます。 

 

 

戸沢村では、山間部を含む地形ながらも、早い段階から行政主導や国の補助金を活用し

て光ファイバーの敷設を進めてきました。現在は「光回線が引けないエリア」はほぼ解消

されており、一般的な家庭や事業所での利用には不自由のない環境になりつつあります。 

今後は、大容量・高速通信サービスの導入に向けた検討を進めていく必要があります。 

 

（1）光ファイバー網を利用した整備 

村内全域に光ファイバー網が敷設・整

備された情報通信基盤を活用し、一人暮

らし世帯の安全確認や健康、医療、防災

等多目的利用を検討します。 

また、指定緊急避難場所となっている

地区公民館等の公的施設を結ぶため、フ

リーWi-Fi構築事業と連携し、災害時も速

やかに情報を入手・共有できる通信網の

整備を検討します。 

 

  

（2）大容量・高速通信サービスへの 

導入の検討 

大容量のデータ通信のニーズを踏ま

え、大容量・高速通信サービスへの導入

を検討します。 

 

  

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

主要施策1-4 自然と共生する環境づくり 

1-4-1 自然と共生する環境づくり 

 

◆ 森林、水田等の持つ公益的機能を維持し、自然環境を後世に引き継ぐため、
自然環境の保全・再生に努めていきます。自然資源を大切にする心を育み、
水資源、里山の利活用等、保護と保全を図っていきます。 

 

 

自然と共生する環境づくりに向け、各種取組の実施状況を広報に掲載し、住民への周知

を図りました。また、再生可能エネルギー設備等設置事業費補助金を実施するとともに、

令和6年度には「地域再生可能エネルギー導入計画」を策定しました。 

さらに、実施隊による有害鳥獣駆除や電気柵設置補助事業を実施し、農地への電気柵の

普及や猿捕獲用檻の設置により、鳥獣被害の低減を図りました。 

これらの取り組みにより、被害対策は効果を発揮しつつありますが、一方で、再生可能

エネルギーの活用に関する具体的な検討は十分に進んでいない状況です。 

また、鳥獣被害対策についても、地域住民による追い払いや地区会などを通じた組織的

な取組への理解・啓発が不足しています。 

今後は、環境意識啓発の工夫とあわせ、地域全体での再生可能エネルギー活用や住民参

加型の鳥獣対策を推進していく必要があります。 

 

（1）景観の保全 

地域の意向等を踏まえ、必要に応じて

条例の制定及び景観計画の策定を検討し

ます。 

 

（2）再生可能エネルギーの有効活用 

太陽光、水力、風力、木質チップ、温

泉熱等エネルギー転換が可能な資源が豊

富にある特性を生かし、地産地消のエネ

ルギー消費の実用化を目指して検討・検

証します。 
 

  

（3）野生動物との共存と鳥獣被害対策 

里山の整備の推進により、野生動物と

の共存を図ります。 

鳥獣被害については、地域ぐるみでの

追い払いが重要であることを、研修会等

を実施し、啓発します。また、戸沢村鳥

獣被害対策協議会による国交付金を活用

した被害対策を強化します。 

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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活力に満ちた豊かな村づくり 
基本方針 

2 

基本方針2 活力に満ちた豊かな村づくり 

 

主要施策2-1 農林業の振興 

2-1-1 農業の振興 

 

◆ 水稲を中心とした農業を基本とする農業経営を図るとともに、米の生産調
整・米価の下落による農業所得の減収分の高収益野菜栽培等への転換、施
設園芸作物等の導入、農業用ドローンの活用やＩＣＴ（情報通信技術）、ＡＩ（人
工知能）等を用いたスマート農業の推進により、農家所得向上及び農業生産
の向上と低コスト生産を目指し、再生産可能な農業経営を確立します。 

 

 

人口減少や高齢化の進行、食料安全保障への関心の高まり、さらには省力化・デジタル

化の進展といった社会潮流を背景に、持続可能な農業の振興が求められています。このよ

うな中、本村では交付金等を活用し、担い手の確保・育成に取り組むとともに、担い手に

よる農地活用を通じて、農地の遊休化や荒廃化の防止を図ってきました。また、県ブラン

ド米「つや姫」および「雪若丸」の良質米生産を推進するため、適期刈取等の周知を行い、

品質向上に努めました。その結果、令和6年産「つや姫」においては1等米比率100％を達成

し、安定したブランド力の確保につながっています。 

一方、高収益作物については農業者の高齢化により栽培面積の減少傾向が見られるもの

の、アスパラガスやニラといった土地利用型作物では、令和3年度から令和6年度にかけて

栽培面積が約20％増加し、産地化が進んでいます。加えて、新規就農者への品目推奨や展

示圃の取組を進め、令和6年度には新たに1名がミニトマトによる営農を開始しました。 

さらに、労働力不足への対応として、スマート農業機械導入への補助を行い、ドローン

による農薬散布や施肥の効率化など、省力化・生産性向上にも取り組みました。 

しかし、農業者の高齢化や離農の進行、園芸品目における初期投資負担の大きさ、圃場

条件によるスマート農業導入の制約などの課題も顕在化しています。今後は、社会潮流を

的確に捉えながら、省力化支援や担い手確保策を強化し、環境と調和した持続可能な農業

の振興を図っていく必要があります。 

 

  

現状と課題 

活力に満ちた豊かな 
村づくり 

基本方針 

2 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

（1）農業経営基盤の確立 

農地の遊休化、荒廃化の防止のため優

良農地を確保するとともに、農地の有効

活用と集落全体で農業環境を守っていく

ため、「多面的機能支払交付金事業」や

「中山間地域等直接支払交付金事業」等を

活用し、地域の担い手の育成を図りなが

ら集落営農体系による共同化や農業法人

の育成を促進します。 

 

（2）地域農業ビジョンの推進 

水田農業の確立を図るため、高収益野

菜の施設園芸等による複合経営の推進や

「安心・安全」な良質米生産を目指しま

す。 

特別栽培米の作付け、県主力品目の

「はえぬき」、県ブランド米の「つや姫」

「雪若丸」の栽培を推進し、戸沢産米の販

路拡大に取り組みます。 

また、土地利用型作物であるネギ・エ

ゴマ・ニラ・アスパラガス等の栽培面積

の拡大を推進し、米以外の作物導入と生

産拡大による産地化を図ります。 

 

  

（3）園芸作物の振興 

村の推奨作物であるミニトマト・パプ

リカ・りんどう等の取り組みを強化し、

生産拡大に向けて新たな担い手の掘り起

こしや補助事業等による施設整備を進

め、栽培技術の向上による安定的な複合

経営の推進を行います。 

「鞭打野園芸団地組合」の地区をモデル

にした水田畑地化による土地利用型作物

の産地化を支援します。 

 

（4）スマート農業の振興 

農業用ドローンや自動走行トラクタ

ー、収穫用ロボット等の導入、生産管理

システム等へのＩＣＴ（情報通信技術）

やＡＩ（人工知能）技術の導入を行う農

業者を支援し、スマート農業の推進を図

ります。 

 

 

  

施策の内容 
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活力に満ちた豊かな村づくり 
基本方針 

2  

主要施策2-1 農林業の振興 

2-1-2 農産物の販売推進体制の確立 

 

◆ 村特産品であるパプリカやエゴマ、角川かぶ等の最上伝承野菜、山菜、そ
ば、そば焼酎等の農産物や加工品の市場拡大を図るため、都市との交流
による直売や農産物の加工による商品開発の検討、産地としての宣伝活
動等に努め、流通・販売戦略の強化を図ります。 

 

 
人口減少や市場環境の変化が進む中、農業所得の確保と地域経済の活性化を図るため、

農産物の付加価値向上と販路拡大が求められています。本村では、県内にとどまらず県外

市場への展開を見据え、トップセールス等を通じた販路開拓に取り組み、県外市場におけ

る取引機会の拡大を後押ししました。また、「戸沢ブランド」の確立を目指し、パプリカ

を中心に各種イベントでPRを行い、市場での認知度向上と販路拡大につなげました。さら

に、行政と生産者による開発会議を通じて、村内産豚肉を使用した「豚まん」や、エゴマ

を活用した加工品を開発し、販売を開始しました。 

今後は、既存商品の販路拡大に加え、地域特性を生かした新たな特産農産物や加工品の

開発を進め、持続的な販売体制の確立を図る必要があります。 

 
（1）市場の拡大と販売ルートの開拓 

農産物の市場拡大を図るため、各種イ

ベント等に積極的に参加し、流通関係者

との結び付きを強化するとともに、消費

者との交流により販売ルートの開拓を推

進します。 

特産農産物産地化・販路拡大アドバイ

ザーの活用を図ります。 

（2）産地化としてのブランドの確立 

農産物の品質管理や品質保証を徹底す

るため各種栽培認証を取得し、「安心・

安全」な農産物の提供を実践します。 

市場関係者や消費者からの信頼を確保

するため、「戸沢ブランド」の確立を推

進します。 

  

（3）農産物等の特産品開発 

「安心・安全」な農産物を活用して農産

加工による新規の商品開発に努め、生食

生産販売と併せて加工食材としての利用

により、特産品の開発や6次産業化の推進

を図ります。 

 

  

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

主要施策2-1 農林業の振興 

2-1-3 畜産振興 

 

◆ 繁殖雌牛導入事業を推進し、規模拡大を図るとともに畜産にとって致命的
な伝染病や他疾病等の発生を予防するため自衛防除に努めます。 

◆ 大規模養豚場の養豚経営を支援します。 

 

 

畜産振興に向け、基金を活用した家畜導入を行い、令和6年度には1頭の導入が実現する

とともに、令和2年度に導入した際の購入資金返済も完了しました。今後も状況に応じて基

金を活用した支援を行うことが求められます。 

また、野生イノシシへの豚熱経口ワクチン散布や鳥インフルエンザ等の防疫演習を実施

し、家畜伝染病の予防と発生時対応力の向上を図りました。あわせて、豚ぷん堆肥を活用

した飼料用米の生産を進め、散布機の導入により生産性向上と安定供給を実現し、地元雇

用の確保にもつながっています。さらに、ふるさと納税返礼品やイベントでのPR、新商品

の開発にも取り組みました。 

一方、堆肥の利用拡大や豚肉の流通面での課題があり、今後は堆肥活用の幅を広げると

ともに、持続的な販売体制の構築を図る必要があります。 

 

（1）山形県和牛繁殖雌牛導入事業の 

実施 

良質な肉牛を繁殖させるため、繁殖雌

牛の導入に際し、より血統の良い繁殖雌

牛を導入するための事業を推進します。 

 

（2）家畜畜産物衛生指導事業や 

自衛防疫事業の実施 

畜産の衛生を保ち、豚熱等の発生を予

防するため、家畜畜産物衛生指導事業や

自衛防疫事業を実施します。 

 

 

  

（3）畜産クラスター事業の推進 

(株)山形戸沢ファームの一貫型養豚生産

において、飼料用米・豚糞たい肥の活用

等、循環型農業の形成による耕畜連携や

地域活性化を図り、地元雇用の安定的な

確保につなげます。 

 

（4）ブランド豚「戸澤豚一番育ち」

の販路拡大の推進 

(株)山形戸沢ファームの生産技術によ

り、良質な品質を保つとともに、「戸澤

豚一番育ち」のブランド戦略を推進し、

県内はもとより、首都圏への販路拡大を

推進します。   

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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活力に満ちた豊かな村づくり 
基本方針 

2  

主要施策2-1 農林業の振興 

2-1-4 多面的機能支払交付金事業 

 

◆ 子・孫の世代まで美しい田園風景を継承していくため、農地・農業用水等の
資源の保全管理を図ります。 

◆ 活動組織による農村環境の資質向上を図ります。 

 

 

人口減少や高齢化の進行により、地域の農地や農業用施設を将来にわたり維持していく

ことが課題となる中、多面的機能支払交付金事業を活用し、農業施設周辺の草刈りや水路

の泥上げなどの共同活動を実施しました。あわせて、堆肥等による土づくりの推進を通じ

て、有機質資源の有効活用や水質・生物多様性の保全など、環境負荷低減に向けた取組を

支援しました。また、認定農業者制度を活用し、地域の担い手確保と農地集積を進め、離

農や高齢化による農地の遊休化防止を図っています。これらの取組により、生産環境の改

善と環境保全機能の向上が図られました。 

一方で、組織人員や事務局機能の担い手不足、有機農業の普及の遅れ、継承されずに耕

作されない農地への対応が課題となっており、今後は体制強化と早期の継承支援に取り組

む必要があります。 

 

（1）共同活動 

地域資源を適切に保全する活動とし

て、遊休農地等の発生状況の把握、施設

の点検、農業施設周辺の草刈り、水路の

泥上げ等の活動を実施します。 

地域資源の質的向上を図る活動とし

て、施設の機能診断、共同作業計画の策

定、施設の保守等の活動や未舗装農道の

整備、素掘り水路の更新等、長寿命化の

ための活動を実施します。 

農村環境の保全及び質的向上を図る活

動として、環境保全をテーマとした事業

の啓発・普及を実施します。  

  

（2）営農活動 

化学肥料・化学合成農薬の低減に取り

組みます。 

地域全体での環境負荷低減に取り組み

ます。 

 

 

（3）地域リーダーの育成推進 

村の水田面積の約7割を多面的機能支払

交付金でカバーしていますが、耕作者の

平均年齢が70歳近くであることから、地

域コミュニティ形成の中心となる若手リ

ーダーの育成を推進します。   

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

主要施策2-1 農林業の振興 

2-1-5 中山間地域等直接支払交付金事業 

 

◆ 中山間地域の農地保全、農業生産活動の継続、高齢農家が安心できるよう、
引き続き対策に取り組みます。 

 

 

人口減少や高齢化、人口流出が進行する中、中山間地域における農地の維持管理は、地

域の農業生産や多面的機能を守るうえで重要な課題となっています。このため、中山間地

域等直接支払交付金事業を活用し、各集落協定および個人協定に対して交付金を配分し、

農地管理や農業生産活動に係る日当の支払いを行いました。山間の飛び地や緩傾斜地など、

条件不利地にある農地についても、協定参加者の協力により、耕作放棄地となることを防

ぎ、適切な管理が継続されています。また、協定に参加する農家の実収入向上にも一定の

効果が見られました。 

一方で、集落協定では高齢化の進行により、事務局を担う人材や作業を引き受ける人が

固定化・減少しており、事業の継続が困難となっている地域も見受けられます。さらに、

作業性の悪い山間部や傾斜地の農地では、管理は行われているものの、実際の農業生産に

結び付いていないケースも多く、今後は担い手確保や役割分担の見直しなど、持続可能な

管理体制の構築が課題となっています。 

 

（1）交付金の配分 

交付金の高配分により、農家の実収入

を確保します。 

 

（2）対象農用地の拡大 

山間の飛び地や緩傾斜農用地等の協定

取り組みを推進します。 

  

（3）高齢農家も安心できる施策 

「集落戦略サポート型」の体制整備によ

り、安定的かつ持続的に農業生産活動を

維持し得る「仕組み」づくりを目指しま

す。 

 

 

  

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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活力に満ちた豊かな村づくり 
基本方針 

2  

主要施策2-1 農林業の振興 

2-1-6 耕作放棄地・遊休農地対策 

 

◆ 全国的な問題にもなっている農地の荒廃は、地域の荒廃にもつながるもの
です。農業の担い手確保を図るとともに、耕作放棄地・遊休農地対策を行い、
村の基幹産業である農業の活性化に向けた対策を講じる必要があります。 

 

 
人口減少や高齢化の進行により、耕作放棄地や遊休農地の増加が課題となる中、本村で

は担い手確保と農地保全の両面から対策を進めてきました。農業を継ぎたい人を対象に、

国庫補助である次世代人材確保支援事業や村独自の支援金について周知を行い、令和3年度

から令和6年度までに延べ5名の人材確保につなげました。また、農地中間管理事業を活用

した農地の賃貸借を進め、3件の権利設定が行われました。あわせて、年1回の農地パトロ

ールにより状況把握と早期対応に努めるとともに、中山間地域等直接支払交付金事業や多

面的機能支払交付金事業を活用し、共同作業による農地保全と地域コミュニティの維持を

図っています。今後は、JAと連携した担い手への周知強化や、「地域計画」に基づく農地

集積・集約化を進め、持続的な農地管理体制の構築を図る必要があります。 

 
（1）農業後継者の育成による担い手

の確保 

国庫補助の次世代人材確保支援事業の

活用、村単独での支援金、ＪＡと連携し

た育成支援を充実させ、人材の確保を図

ります。 

 

（2）農地の集積・集約化の促進 

それぞれの地域で「地域計画」のブラ

ッシュアップを図り、中間管理機構によ

る農地の賃貸借・売買を活用した担い手

への農地の集積・集約化を促進します。 

  

（3）荒廃農地の把握及び対策 

農業委員会で行っている農地パトロー

ルを強化し、荒廃農地の把握を行い、村

単独事業の農地再生利用事業等を活用し

て農地の再生を図ります。 

 

（4） 農村環境の保全・活性化 

中山間地については、生産条件が悪

く、経費がかさむため、中山間地域等直

接支払交付金事業を活用し、資金を確保

しつつ、農用地の保全を図ります。 

また、多面的機能支払交付金事業を活

用し、農用地の保全を図るとともに、草

刈りはもとより、花植え等の環境美化の

共同作業を実施することにより、地域コ

ミュニティの活性化を図ります。   

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

主要施策2-1 農林業の振興 

2-1-7 農地基盤整備事業の促進 

 

◆ 農業の持続的な発展のため競争力の高い経営体の育成・支援、水田畑地化
の計画的な推進による畑作物の生産振興、多様な主体の参画による農村づ
くりと快適な農村居住空間の創造を図り、農業の持続的な発展と本村の活
性化に寄与します。 

◆ 農業従事者の定住や都市との地域間交流を促進するためにも、農業生産基
盤の条件整備を地域と協力して取り組みます。 

 

 

農地の維持管理や担い手確保が課題となる中、農地基盤整備事業の促進に取り組んでい

ます。戸沢地区基盤整備については、面整備工区は完了しているものの、地下灌漑工事が

難航しており、完成に至っていない状況です。一方、国の制度見直しにより「人・農地プ

ラン」から「地域計画」へ移行することを受け、令和5年度および令和6年度に地域での話

し合いを重ね、令和7年3月に地域計画を公表しました。これにより、将来の農地利用の方

向性が一定程度整理されましたが、集落営農への機運が低く、後継者不足が進んでいるこ

とが課題となっています。 

今後は、地域計画の内容を継続的に見直しながら、農地の集約・集積化を進めるととも

に、法人化の推進による受け入れ体制の構築を図っていく必要があります。 

 

（1）集落営農の推進 

基盤条件の整備による効率的な用水確

保や機械作業の効率化による労働力の節

減等による農地の面的集積や集落営農の

推進を図るとともに、「地域計画」を見

直す際に意見交換会を行いながら、担い

手不足の解消や地域活性化を推進してい

きます。 

  

（2）「地域計画」の実現 

地域の農業・農地を守り継いでいくた

め、「地域計画」をもとに農地の集積・

集約化に向けた話し合いが地域主体で行

われています。農地集積の促進を図るた

めの方策として、合理的農作業が可能な

ほ場にする基盤整備が考えられますが、

地区での意思統一が一番重要なため、情

報提供等地区との関わりをもって丁寧に

進めていきます。 

  

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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活力に満ちた豊かな村づくり 
基本方針 

2  

主要施策2-1 農林業の振興 

2-1-8 林業の振興 

 

◆ 戸沢村森林整備計画を基本的施策の柱とし、計画的かつ一体的に間伐・ 
保育等の森林整備を推進するため、担い手育成や林家の経営基盤の安定を
図りながら森林施業の合理化を推進します。 

 

 
林業従事者の高齢化が進む中、森林資源の循環利用と担い手確保が重要な課題となって

います。本村を含む最上管内では、令和3年度から令和6年度までの4年間で、農林大学校や

専門職大学を卒業した7人が林業事業体へ就職しており、次世代の担い手確保につながって

います。また、やまがた緑環境税を活用し、「幻想の森」歩道のチップ敷きや里山整備を

行うとともに、森林教育の普及や森林資源の有効活用を進めました。さらに、美しい森林

づくり基盤整備交付金を活用した間伐等を計画的に実施し、林業基盤の整備を図りました。

あわせて、もがみ中央農業協同組合と連携し、生産基盤や生産施設の整備、効率的な生

産・出荷体制、加工販売体制の支援を行い、菌床シイタケやなめこなどの特用林産物の生

産拡大を進め、菌床数の増加につなげています。 

今後も、環境と調和した林業振興と持続可能な森林管理を推進していく必要があります。 

 
（1）林業従事後継者の育成 

東北農林専門職大学と連携しながら、

最上管内の林業事業体の担い手の確保を

図ります。 

（2）森林資源や林業基盤の整備 

木質チップ等の森林資源の活用、林業基

盤の整備等を必要に応じて検討します。 

また、森林環境譲与税を活用し、住民

のニーズに応え、戸沢村森林経営管理制

度実施方針に沿った林業基盤の整備を検

討していきます。 

（3）林業振興体制の確立  

森林組合や東北農林専門職大学等と連

携を図りながら、林業振興体制の構築を

模索します。 

  

（4）特用林産物の生産の促進、加工

体制の確立 

特用林産物の生産拡大を図り、特産品

へとつなげていくとともに、加工・販売

することによって知名度を高めます。 

更にもがみ中央農業協同組合との連携

を強化し、最上管内の特用林産物の生産

拡大に貢献します。 

 

（5）森林組合との連携促進 

森林環境譲与税を活用し、森林経営計

画の策定を進めることにより、更に森林

組合との連携を強化し、他の林業事業体

との関係の構成も図ります。 

 

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

主要施策2-1 農林業の振興 

2-1-9 内水面漁業の振興 

 

◆ 各種魚類の放流、養殖拡大を図り河川環境と資源の保護育成に努めていき
ます。 

◆ 村が整備した「淡水魚ふ化養殖センター」と「明戸地区親水公園」について
は、管理・運営を委託している各団体と連携し、内水面の振興はもとより、よ
り一層の交流や教育の場としての活用を図っていきます。 

 

 

水産資源の持続的な利用や地域産業の維持が求められる中、内水面漁業の振興に向けた

取組を進めました。放流に係る補助金事業を展開し、計画的な放流を実施することで、水

産資源の維持・向上を図っています。また、二つの漁業協同組合との連携・連絡体制を強

化し、密な情報共有のもと、毎年の放流事業や食害対策を継続的に実施しました。これに

より、事業の円滑な実施と一定の効果が得られています。あわせて、内水面資源の付加価

値向上を見据え、加工処理の可能性について調査・検討を行い、村有施設を活用した加工

処理の方向性について検討を進めました。一方で、加工処理を実施するためには新たな担

い手の確保が必要であり、体制整備が課題となっています。今後は、漁協との継続的な連

携のもと、放流事業を安定的に実施するとともに、人材確保や加工体制の構築を含め、資

源管理と産業振興の両立を図っていく必要があります。 

 

（1）魚のふ化放流 

鮭・サクラマスのふ化放流、アユの放

流を行い、収穫量の安定化を図ります。 

 

（2）活魚販売及び加工処理の試行 

研究 

安定的な販売のため、活魚の販売促進

及び、加工処理等を検討し、6次産業化を

目指します。 

  

（3）各種団体との連携強化 

最上漁協・最北中部漁協等と連携を図

り、乱獲を防止するためのパトロール等

を強化し、内水面漁業の安定化を図りま

す。 

  

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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活力に満ちた豊かな村づくり 
基本方針 

2  

主要施策2-2 観光と交流の促進 

2-2-1 観光と物産の振興 

 

◆ 本村の自然や歴史等をはじめとする観光資源を磨き上げて商品化する中で
人材育成・コンテンツ造成等を実施し、既存の観光施設等との連携を図ると
ともに、広域観光との結び付きを強めながら、滞在型観光の確立と交流人
口の拡大を図ります。 

◆ 村の地域資源や伝統技術を生かしたイベントを創出し、村の物産振興を推進
することにより、特産品の知名度向上や製造事業者の所得の向上、地域の
活性化を図ります。 

◆ 現在の観光施設について新しい需要に対応できるよう整備を推進するとと
もに、新たな観光資源の開発と調査を行い、資源を生かしたコンテンツ造成
を目指します。 

 

 

観光と物産の振興に向け、コロナ禍後の観光需要回復や個人旅行・体験型観光への関心

の高まりといった社会潮流を踏まえた取り組みを進めました。農家民宿については、事業

者との連携強化やコンテンツの磨き上げを実施し、特に台湾からの観光客の増加につなが

っています。また、本村の特色を生かし、県内でも数少ない「村」としての魅力を発信す

る観光PRを首都圏を中心に展開するとともに、他市町村と連携したイベント開催を進め、

広域的な誘客に取り組みました。 

情報発信面では、SNSを活用し、ターゲットに応じた発信を継続したことでフォロワー

数が増加し、観光情報に触れる機会が拡大しています。今後は紙媒体を残しつつ、デジタ

ルを活用した情報発信を一層強化していく必要があります。受け入れ環境の整備について

も、プロモーションと併せて進めてきましたが、個人旅行客の増加に伴い、多言語対応な

どインバウンド対応の充実が課題となっています。 

また、戸沢村観光物産協会を中心に、観光テーマの方向性確認や意見交換を行い、多く

の観光関係事業者が参加しました。イベントや観光地を活用した特産品販売の強化にも取

り組み、多くの来訪者に商品を手に取ってもらう機会が増えています。一方で、農家民宿

の高齢化による継続の難しさ、観光地として「幻想の森」をどこまで整備していくかとい

った検討、事業者同士の連携強化、後継者確保や販路拡大、さらには変化するニーズを的

確に把握する仕組みづくりが課題となっています。 

今後は、地域全体で連携しながら、持続可能な観光と物産の振興を図っていく必要があ

ります。  

現状と課題 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

 

（1）農家民宿を組み込んだ観光ルー

トの確立 

民宿同士の連携強化への支援の継続

と、ターゲットの明確化や商品化に向け

て、情報発信力の向上に向けた支援、コ

ンテンツの磨き上げへの支援を実施しま

す。 

 

（2）広域観光ルートの確立 

最上地域観光協議会、庄内コンベンシ

ョン協会等との連携強化を図ります。 

他市町村との連携強化等を推進し、連

携事業を実施します。 

 

（3）目指す方向性の明確化 

観光施設、温泉旅館や日帰り温泉施

設、道の駅や体験コンテンツ受け入れ団

体、物産振興事業者等、それぞれが目指

す「戸沢村の観光」像について共有でき

るよう、連携や情報交換、交流の機会を

増やします。 

 

（4）インバウンド対策の強化 

インバウンド（訪日観光）需要に対応

するため、表記等の多言語化やトイレの

洋式化、Wi-Fi整備等、受け入れ環境の整

備に努め、合わせてインバウンドに向け

たプロモーションを強化します。 

 

（5）観光情報の多様な発信 

情報を必要とする多様な年齢層の観光

客に対応できるよう、紙媒体の充実のほ

か、ＳＮＳやＷＥＢ等のデジタルコンテ

ンツを活用した発信や事業を推進しま

す。 

  

（6）県立最上川自然公園の利活用 

幻想の森について、整備含め、今後も

継続して情報発信し、利活用を図りま

す。 

 

（7）地域資源活用型イベントの創出 

現在流行しているキャンプ等、来場者

のニーズを捉え、新たな形のイベントや

広域連携のイベント等、持続可能な事業

実施を目指します。 

 

（8）物産振興と特産品の知名度向上 

村の地域資源や伝統技術を生かした特

産品について、現行商品のブラッシュア

ップ（高付加価値化）、情報発信の支援

等、村の物産振興を推進することによ

り、特産品の知名度向上や、製造事業者

の所得の向上、地域の活性化を図りま

す。 

  

施策の内容 
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活力に満ちた豊かな村づくり 
基本方針 

2  

主要施策2-2 観光と交流の促進 

2-2-2 交流事業の推進 

 

◆ 都市との交流、地域間交流、世代間交流を推進し、農産物や特産品の提供等
を拡大していくほか、農業・自然体験やグリーンツーリズム等による地域の
活性化を促進していきます。 

◆ 国際交流については、多文化共生の村づくりを推進していきます。 

 

 

地域の活力を維持・向上させるため、世代間交流や広域的な婚活事業、都市等との地域

間交流、グリーンツーリズム、国際交流の促進に取り組みました。世代間交流については、

各種イベントを概ね計画どおり実施し、参加者数の増加が見られるなど、交流の機会創出

につながりました。一方で、継続的な実施に向けては、主催者側の体制整備が課題となっ

ています。 

婚活事業については、県や最上管内市町村と連携し、広域的な婚活イベントを継続して

実施するとともに、村内で婚活を推進する団体への助成制度や、イベント開催経費に対す

る補助制度を新たに創設しました。これにより、令和3年度以降、累計164人が婚活イベン

トに参加しており、出会いの機会創出に一定の成果が見られています。今後は、参加しや

すい企画内容の工夫や、村婚活推進団体が活動しやすい制度の拡充が求められます。また、

さらなる誘客を図るためには、事業者と一体となった体制づくりが必要です。 

グリーンツーリズムでは、農業体験ツアーやトレッキングイベントを実施し、自然体験

への関心の高まりを背景に参加者が増加しました。一方、自然災害による環境整備やガイ

ドの高齢化が課題となっています。 

国際交流については、日本語教室を中心に交流を継続し、参加者数は維持されているも

のの、講師の確保が課題となっています。今後は、分野横断的な連携を強化し、持続可能

な交流施策の推進を図っていく必要があります。 

 

  

現状と課題 

施策の方針 



 

51 

 

第 2 章 基本計画 

 

 

（1）世代間交流の促進 

とざわ旬の市、東京戸沢会チャリティ

物産市等の各種イベントやジモト大学、

アジア学院等の受け入れ交流事業を継続

して実施し、世代間交流の促進を図りま

す。 

 

（2）婚活事業の広域実施 

県や最上管内市町村と連携を図り、継

続して婚活イベントを実施します。 

 

（3）都市等との地域間交流の促進 

東京戸沢会チャリティ物産市や中井町

交流等の各種イベント等を継続して実施

し、地域間交流を図ります。 

  

（4）グリーンツーリズムの促進 

四季を通じた農業体験やトレッキング

等、山間部の観光資源を活用し、交流を

図ります。 

 

（5）国際理解のための国際交流の 

促進 

アジア学院受け入れや日本語教室等の

各種事業を継続して実施します。 

 

 

  

施策の内容 
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活力に満ちた豊かな村づくり 
基本方針 

2  

主要施策2-3 商工業の振興と労働環境の充実 

2-3-1 商工業の振興 

 

◆ 戸沢村小規模企業振興基本条例を基本に、消費者ニーズに対応できる商店
経営の近代化を推進、特に地域密着型の強みを活かした差別化を図る事業
等の実施により、購買域外流出を防止し、地元消費の拡大を促進しながら支
援していきます。 

◆ 経営者の意識改革と後継者の育成を図るとともに、商工・農業をはじめと 
する連携や本業＋副業による所得の向上を図っていきます。 

 

 

人口減少や人手不足が常態化する中、地域経済を支える商工業の持続的な発展に向けて、

小規模事業者を中心とした支援の重要性が高まっています。 

本村では、小規模企業振興基本条例に基づき、もがみ北部商工会への支援を継続し、商

工業基盤強化費助成金を通じた経済対策を実施してきました。これにより、物価高騰等の

影響を受ける事業者への下支えや、経営の安定化に一定の効果が見られています。 

一方で、商工事業者に対する支援効果を高めるためには、商工会との連携を一層強化し、

相談支援や伴走型支援の充実を図ることが課題となっています。 

雇用面では、行政主体で雇用の場の確保や人材育成に取り組んだ結果、村内事業所にお

ける正規雇用者の増加につながりましたが、より多くの事業所で安定した雇用を創出して

いく必要があります。また、起業支援については、現時点で大きな要望はないものの、現

行の起業支援交付金を継続しつつ、サテライトオフィスの活用など新たな働き方や事業形

態の可能性について検討を進める必要があります。 

さらに、商工業と農業等の基幹産業との連携を図り、地域資源を活用した商品開発に取

り組んだ結果、一定の認知度向上が図られました。 

今後は、本業に副業を組み合わせた事業化や、新分野進出による差別化を図る経営感覚

の醸成、新たなビジネスモデルの理解促進を通じて、地域経済の活性化と持続可能な商工

業の振興を進めていく必要があります。 

 

 

  

現状と課題 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

 

（1）小規模企業振興基本条例に 

基づく支援 

小規模企業振興基本条例に基づき、も

がみ北部商工会を支援します。 

また、金山町・真室川町・鮭川村と密

に連携し、商工業の振興を図ります。 

 

（2）差別化を図る経営感覚の確立及

び指導 

買い物弱者への対応や多様化する消費

者ニーズに対応するため、もがみ北部商

工会への商工業基盤強化費助成金を通じ

て、より地域の実情に応じた経営指導の

実施を促進します。 

 

（3）新分野進出等による雇用の場の

創出と安定雇用 

村内にない分野もしくは乏しい分野の

誘致等を行い、雇用の場の確保を図り、

雇用の安定につなげていくため、情報収

集を積極的に行います。 

  

（4）起業支援の推進 

要望に応じて廃校舎を利用したサテラ

イトオフィスの整備やWi-Fiの環境整備等

を検討します。 

 

（5）広域的な取り組みによる企業 

誘致の促進 

新庄中核工業団地企業誘致促進協議会

雇用奨励負担金の支給により、継続して

戸沢村民の雇用促進のための企業誘致に

取り組みます。 

 

（6）商工・農業をはじめとする連携

や本業＋副業の事業化 

基幹産業との連携を図り、地域資源と

マッチングによる商品やサービスの開発

を促進するとともに、新たなビジネスモ

デルの構築を検討します。 

  

施策の内容 
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活力に満ちた豊かな村づくり 
基本方針 

2  

主要施策2-3 商工業の振興と労働環境の充実 

2-3-2 雇用と労働環境の充実 

 

◆ 魅力ある雇用の場を創出し、若者の地元定住を促進します。また、勤労者の
生活環境の整備や快適な労働環境づくりに努め、安心して就労できるよう
体制を整備します。 

◆ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を推進し、多様な働き方と働く
機会を創出することで、労働者がやりがいや豊かさを実感できる社会の実
現に向け取り組んでいきます。 

 

 
若者の都市部流出が進む中、地域における雇用の場の確保と、誰もが働きやすい労働環

境の整備は重要な課題となっています。本村では、戸沢村企業立地等雇用促進奨励金を活

用し、村内事業者による雇用創出と村民の雇用促進に継続して取り組んできました。その

結果、奨励金の申請者は増加しており、雇用確保に一定の効果が見られています。 

一方で、安定した雇用につなげるためには、若者を中心とした正規採用の促進が課題と

なっています。 

また、戸沢村中小企業環境改善事業費助成金等を活用し、事業者による労働環境の改善

を支援してきました。申請件数の増加から、職場環境整備に対する意識の高まりがうかが

えますが、働き方の多様化や人材確保競争が進む中、更なる労働環境の整備が求められて

います。今後は、雇用促進と労働環境改善を一体的に進め、若者・外国人をはじめ多様な

人材が安心して働き続けられる地域づくりを図っていく必要があります。 

 

（1）若者労働者の雇用の場の確保 

戸沢村企業立地等雇用促進奨励金等に

より、継続して村民の雇用の促進に取り

組みます。 

 

（2）誰もが働きやすい雇用の場の確保 

年金受給年齢引き上げに伴う高齢者の所

得確保や男女共同参画社会の推進のため、

企業と連携し、雇用の場を確保します。 

また、国籍にかかわらず、誰もが働きや

すい職場環境の整備を図ります。 

  

（3）労働環境の改善 

戸沢村中小企業環境改善事業費助成金

等により、継続して労働環境の改善を応

援します。 

 

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 
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健康で笑顔あふれる元気な村づくり 
基本方針 

3 

基本方針3 健康で笑顔あふれる元気な村づくり 

 

主要施策3-1 健康づくりの推進 

3-1-1 健康の増進 

 

◆ 生涯にわたり、健康であることは誰しもが望むことです。村民一人一人が健
康に対する意識を醸成し、健診の積極的受診や食生活改善による生活習慣
病の予防、日常生活に運動習慣を取り入れる等に取り組むことができるよ
う支援していきます。 

◆ 「こころの健康づくり」としての取り組みの普及に努めるとともに、庁内で連
携した取り組みを進めていきます。 

◆ 医療については、医療機器の定期更新等で中央診療所の充実を図るととも
に、県立新庄病院や関係機関との連携強化等による医療体制の充実・在宅
医療、介護の連携を図っていきます。 

 

 
健康寿命の延伸や医療費適正化が求められる中、本村では予防を重視した健康増進施策

を総合的に推進しています。総合検診や人間ドック等の住民健診を実施するとともに、要

指導者に対しては個別通知や健診結果説明会を通じ、保健師や管理栄養士による指導・助

言を行いました。また、精密検査未受診者に対しても通知や電話による受診勧奨を実施し

ています。その結果、健診結果説明会への参加率は年々増加していますが、精密検査の受

診率は約8割で横ばいとなっており、さらなる向上が課題です。 

地区健康相談では、健診データから推定塩分摂取量などを地区別に数値化し、村の健康

課題を分かりやすく説明するとともに、保健師と管理栄養士が連携した健康教育や個別指

導を行いました。後期高齢者については、KDB＊データを活用し、レセプト情報を分析した

訪問指導を実施するなど、より具体的な支援につなげています。 

医療体制の面では、令和6年7月から新たな医師が勤務を開始し、医療機器整備や県立新

庄病院との連携強化を進めました。災害時も含めた医療提供体制の確保に向け、県と協議

を重ねた結果、令和７年度には山形県のモデル事業でもある「オンライン診療」に選定さ

れ、実証事業を開始しています。 

さらに、生活習慣病予防を目的とした運動教室やノルディックウォーキングを実施し、

夜間開催や健康マイレージ制度の活用により参加者は増加しています。乳幼児期から高齢

期まで切れ目のない支援や、心のサポーター養成講座、自殺対策計画に基づく取り組みを

通じ、今後も住民主体の健康づくりを推進していく必要があります。  

 
* KDB…「国保データベース」の略称で、国民健康保険団体連合会（国保連合会）が運用する、加入者の「健診結果」や「医療・介護

レセプト（診療報酬明細書）」データを蓄積・分析するシステムのこと 

現状と課題 

健康で笑顔あふれる 
元気な村づくり 

基本方針 

3 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

 

 

 

 

 

（1） 疾病の早期発見と早期治療 

生活習慣病予防の知識の普及を図ると

ともに、健診の受診率の向上、疾病の早

期発見、早期治療を図ります。 

検査結果により精密検査や診療が必要

な方を、確実に医療機関につなげる指導

を行っていきます。 

 

（2）健康指導・健康教育の充実 

高血圧症や糖尿病といった生活習慣病の

発症予防、重症化予防のため特定健診の受

診率の向上とＫＤＢデータを活用した効果

的な健康指導・健康教育の充実を図りま

す。 

後期高齢者と介護の一体化制度により、

データ分析を行いながら、ピンポイントに

よる指導や健康指導を実施します。 

 

（3）地域医療体制の充実 

中央診療所の医師の継続的な配置と医療

機器の充実、最上地域の中核病院である県

立新庄病院等との連携強化による医療サー

ビスの充実を図ります。 

また、最新デジタル技術による新しい医

療方法の導入等を関係機関と検討します。 

 

（4）村民主体の健康づくりの推進 

生涯学習センター等の施設を活用した健

康づくり、健康マイレージ付与による動機

付けにより継続的な健康づくりの推進を図

ります。 

自主的な各地区での運動教室やサロン活

動に対し、積極的に支援していきます。 

  

（5）食育の推進 

幼児期からの食育の推進と情報提供、

食生活改善推進員の活動に対する支援を

行い、ライフステージに合わせた情報の

発信を実施します。 

また、各関係機関と連携し、世代に応

じた情報を発信していきます。 

 

（6）効率的な施策の展開 

後期高齢者医療制度による特定健診の

受診やサロン・介護予防教室等の介護保

険制度との連携を図るとともに、ＰＤＣ

Ａサイクルにより、効率的な施策の展開

を図ります。 

 

（7）「こころの健康づくり」の推進 

「こころの健康づくり」として、うつ病

等の心の病を持つ人を早期の専門機関受診

につなげるとともに、支えている家族や周

囲の人々に対する相談支援を行う等、関係

機関と連携した支援を図ります。 

併せて、庁内に村長をトップとした自殺

対策連絡協議会を設置するとともに、村民

によるゲートキーパーの養成（心のサポー

ター養成）を図ります。 

  

施策の内容 
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健康で笑顔あふれる元気な村づくり 
基本方針 

3  

主要施策3-1 健康づくりの推進 

3-1-2 予防接種の実施 

 

◆ 感染の恐れがある疾病の蔓延を予防するため、予防接種の内容や注意事項
を十分理解いただく意識啓発、費用助成とともに、接種しやすい工夫、薬剤
の確保に努めます。 

◆ 伝染の恐れがある疾病の蔓延を予防するため、予防接種の内容や注意事項
を十分理解いただく意識啓発、費用助成とともに、利用しやすい受診方法の
工夫、薬剤の確保を行い、実施します。 

◆ 新たな感染症を視野に入れた対策を進めていきます。 

 

 
感染症予防と住民の健康保持を目的に、予防接種の適切な実施に取り組みました。乳児

訪問や乳幼児健診の機会を活用し、接種時期や方法について説明するとともに、「子育て

支援アプリ」の登録を促し、接種状況を管理しやすい環境を整えました。乳幼児から高齢

者まで、対象者には個別通知を行い、適切な時期での接種を促しています。新型コロナウ

イルスワクチン接種では、全戸配布や広報、健康相談等を通じて周知を行い、計画的な接

種や物品準備を実施しました。また、おたふくかぜや帯状疱疹ワクチンの任意接種に対す

る助成を行い、接種環境の充実を図りました。一方で、接種に対する理解不足や接種機会

を逃すケースも見られることから、今後は分かりやすい情報提供や受診勧奨の工夫を行い、

接種率向上を図ることが課題です。 

 
（1）予防接種の勧奨 

乳児訪問や健診の機会を活用し、接種

内容の周知と積極的な勧奨に努めます。 

予防接種に対する支援を継続するとと

もに、感染症に伴う接種についても、適

切に対応していきます。 

乳幼児から高齢者まで、適切な時期に

接種できるように周知していきます。 

健康相談や健康教室開催時、制度・内

容等について積極的なＰＲを図ります。 

  

（2）予防接種の情報提供 

健康相談や健康教室開催時、制度・内

容等について積極的なＰＲを図ります。 

広報やホームページ等への記載で周知

を図ります。 

（3）予防接種への公費助成 

任意の予防接種への制度拡大に向け、

助成等の体制を整備します。 

（4）感染症対策の充実 

感染症対策の見直しと、物品の計画的

備蓄を含めた予防対策を実施します。  
 

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

主要施策3-1 健康づくりの推進 

3-1-3 社会保障制度の充実 

 

◆ 各種社会保障制度の健全な運営のため、制度の周知徹底や生活習慣病予
防、特定健診の受診率向上により、医療費の抑制、介護保険料の負担軽減を
図りながら、健康寿命の引き上げに努力するとともに、保険料収納率の向
上、減免制度の適正利用や歳入・歳出の適正な管理により、財政基盤の確立
に努めます。 

◆ 生活の自立にあたっては、各種制度を活用した生活支援と、生活実態に即し
た生活保護制度の適正な運用に努めます。 

 

 
社会保障制度の充実に向け、国民健康保険、後期高齢者医療保険、介護保険について、

保険料の徴収や資格管理、給付業務を適切に行いました。また、令和6年度からは後期高齢

者医療広域連合の委託を受け、「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」事業に取り

組み、KDBシステムを活用した個別支援や通いの場への関与を進めています。年金事務所

と連携した申請手続きの支援や、民生委員等による見守り活動を通じて、高齢者や要支援

世帯の安心確保にも努めました。 

一方で、介護給付費の増加に伴う保険料負担の上昇や、法改正・マイナ保険証等の制度

変更に対する高齢者への周知の難しさ、民生委員のなり手不足が課題となっており、今後

は分かりやすい情報提供と支援体制の強化が求められます。 

 
（1）各種社会保障制度の安定運営 

各種社会保障制度の周知や啓発、適切

な納付相談、医療機関受診の適正化、中

央診療所での特定健診導入による受診率

の向上や特定保健指導の推進、データを

活用した保健事業の推進、介護状態の重

度化防止のための介護予防事業の利用促

進により、国民健康保険事業・後期高齢

者医療保険・介護保険の安定化に取り組

みます。 

マイナ保険証等デジタル化について、

高齢者へ制度周知と推進を行います。 

  

（2）年金制度の円滑な運営 

年金制度の意義や役割、各種保険料の

免除制度について、広報・支援体制を図

るとともに、各種申請の受理・進達等の

業務を円滑に推進します。 

 

（3）民生委員・児童委員活動の推進 

民生委員・児童委員を通して、心配事相

談や生活支援に努めます。 

また、定例会や研修会を実施するととも

に、除雪サービスや移動支援の申請を通じ

た独居高齢者等の見守り活動を進めます。   

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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健康で笑顔あふれる元気な村づくり 
基本方針 

3  

主要施策3-2 子育て支援の推進 

3-2-1 子育て支援の充実  

 

◆ 子育ての経済的な不安や地域での孤立化を解消し、地域全体で子どもを守
り育て、楽しく子育てできる家庭を支える体制の充実を図ります。 

◆ 子どもの人権を尊重する意識を村全体に広めます。 

 

 

少子化の進行や物価高騰を背景に、子育て世帯を取り巻く環境が厳しさを増す中、本村

では子育て支援の充実に取り組みました。幼児用補助装置購入助成事業を行政主体で計画

どおり実施し、子育て家庭の経済的負担軽減を図っています。 

また、要保護児童対策地域協議会を中心に、関係機関が連携した会議の開催や見守り家

庭への聞き取りを行い、虐待から子どもを守る相談支援体制を維持しました。あわせて、

各種子育て支援サービスを計画的に実施し、多様化する子育て家庭のニーズに対応できる

体制づくりを進めています。さらに、「子ども・子育て支援事業計画」の見直しにより、

支援の方向性を整理しながら子育て支援に取り組んでいます。 

一方で、経済状況の変化を踏まえ、幼児用補助装置購入助成事業における限度額の撤廃

を検討する必要があります。また、虐待の未然防止に向け、アウトリーチを含めた早期発

見・早期対応の強化が今後の課題となっています。 

 
（1）経済的支援の実施 

村外の保育園等に預けなければならな

い保護者に対する助成、チャイルドシー

トの助成や保育所の主食・副食の無償化

等、経済的支援・拡充を図ります。 

（2）子どもの人権尊重の推進 

要保護児童対策地域協議会を中心とし

て会議の開催や見守り家庭への聞き取り

などを行います。 

  

（3）地域で子どもを守り育てる活動

の醸成 

地域で子育て家庭の支援ができるよ

う、地域住民に子育てへの関心や理解を

深め、地域で子どもを守り育てる活動の

醸成を図ります。 

（4）計画的な子育ての環境づくり 

「戸沢村子ども・子育て支援事業計画」

に基づき、よりよい子育ての環境づくり

に努めます。 

 

  

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

主要施策3-2 子育て支援の推進 

3-2-2 子育て環境の整備 

 

◆ 多様化するニーズに対応した子育て支援サービスの充実と、安心して子ど
もを産み育てることができる子育て環境を整備します。 

◆ 幼児期は人としての健全な発達や社会に対する能力の基礎を培う極めて大
切な時期であるため、家庭と地域社会、保育園・義務教育学校・行政が連携
して児童の育成環境の充実を図ります。 

 

 
少子化の進行や共働き世帯の増加など、子育てを取り巻く環境が大きく変化する中、本村

では保育サービスや幼児教育、相談支援体制の充実に取り組みました。保育ニーズの多様化

に対応するため、土曜日開園や保育時間の見直し、手続きの簡素化、給食主食の無償提供、

保育園のDX化などを進め、利用者の利便性向上を図りました。また、山形大学と連携した

「遊びの研究」や特別支援コーディネーターの新設により、戸沢村ならではの質の高い幼児

教育と一人ひとりに応じた支援体制を整えています。さらに、社会福祉協議会等と連携した

サロン事業により、親子や保護者同士の交流機会を創出しました。令和6年4月にはこども家

庭センターを設置し、育児相談や指導を随時行える体制を整備しています。加えて、各種給

付制度やひとり親家庭への支援を適切に実施し、経済的支援の充実を図りました。 

一方で、サロン参加者の固定化や相談窓口の周知、地域資源の不足、手続きの複雑さが課

題となっており、今後は利用者の声を踏まえた支援の充実と、分かりやすい情報発信を進め

ていく必要があります。 

 
（1） 保育サービスや施設の充実 

保育サービスの更なる充実に向け、利

用者の目線で保育園運営を見直し、更に

DXを有効に活用して園児の安全や保護者

の利便性の向上を図ります。 

（2）幼児教育の充実 

保育士の研修（幼児期の「遊び」の重

要性・発達支援の理解等）を行い、さら

なる資質の向上を図りながら、幼児教育

を進めます。 

（3）親子や親同士等の交流機会の創出 

子育て支援として、子育て支援センター

の機能強化を図り、親子や親同士等の交流

の機会を創出するとともに、参加者の増加

に向け、サロン内容を検討します。 

  

（4）育児相談・指導体制の整備 

育児に関する相談・指導の体制を整備

し、家庭の育児機能の強化と養育者の支

援に努めます。 

（5）経済的支援の実施 

児童手当や児童扶養手当等の制度活

用、高校生以下の医療費無償化の福祉医

療制度の充実等、各種経済的支援に努め

ます。 

（6）ひとり親家庭の児童への支援 

ひとり親家庭の児童に対し必要な援護

対策を進め、健全な子育ての支援に努め

ます。 

  

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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健康で笑顔あふれる元気な村づくり 
基本方針 

3  

主要施策3-3 地域福祉対策の充実 

3-3-1 地域福祉の充実 

 

◆ 総合的な地域福祉を進めるために、戸沢村地域福祉計画をはじめとする各
種計画を見直し、より実態に即した地域福祉の推進を図るとともに、戸沢村
社会福祉協議会とのさらなる連携を強化します。 

◆ 地域福祉の核となる民生委員・児童委員の活動のＰＲを図り、民生児童委員
協議会の活動支援を図ります。 

 

 

高齢化や単身世帯の増加、生活課題の複雑化が進む中、住民一人ひとりに寄り添う伴走

型相談支援体制の構築と、地域全体で支え合う仕組みづくりが求められています。 

本村では、社会福祉協議会や地域包括支援センターと連携し、相談窓口の一本化に向け

た協議を進め、分野横断的に対応できる支援体制の枠組みについて検討を行いました。ま

た、民生児童委員や除雪ボランティア団体等と連携し、独居高齢者や支援を必要とする世

帯を地域で見守る取組を実施し、生活課題の早期把握と支援につなげています。 

福祉教育の推進については、社会福祉協議会と連携し、小中学生を対象とした福祉体験

学習や出張職業体験を実施し、将来の地域福祉を支える人材育成と福祉意識の醸成を図り

ました。さらに、権利擁護センター運営協議会において、虐待や家庭内暴力、ひきこもり

等の未然防止と早期対応について協議を重ね、権利擁護支援体制の強化に取り組んでいま

す。 

災害時の対応では、民生児童委員との定期的な情報交換や情報提供を行い、大雨災害時

には要支援者の適切な避難行動につなげることができました。あわせて、社会福祉活動に

関する情報交換会を通じ、世帯状況の把握や支援の役割分担を整理しています。 

一方で、相談窓口一本化に向けた人材確保や、支援を担う人材の不足、避難支援者の確

保、支援を受けたがらない世帯への継続的な関わり方、成年後見制度における広域的な連

携体制の構築が課題となっており、今後は自助・互助・共助・公助の役割を踏まえた持続

可能な地域福祉体制の強化が求められます。 

 

  

現状と課題 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

 

（1）「伴走型相談支援」体制の構築 

戸沢村社会福祉協議会と連携しなが

ら、権利擁護や生活困窮者支援、障がい

者支援等、総合的な福祉サポートセンタ

ーとして相談窓口の充実を図り、解決す

るまで寄り添う機能の構築を図ります。 

 

（2）村民との協働の推進 

民生児童委員や除雪ボランティア団体

などと連携し、有償ボランティアの活用

も視野に入れ、独居高齢者等の生活を支

える取り組みを行います。 

 

（3）福祉教育の推進 

学校や関係団体と連携して、福祉教育

の推進に努めます。 

 

（4）虐待、家庭内暴力、ひきこもり

等の未然防止 

権利擁護センター運営協議会が中心と

なって、児童・障がい者・高齢者等の虐

待や家庭内暴力、ひきこもり等の情報を

把握し、未然防止と早期からの適切な対

応に努めます。 

  

（5）災害時の避難支援体制の強化 

民生児童委員と定期的な情報交換や情

報提供を継続しながら、災害時等避難行

動要支援者の把握と支援体制の構築を進

めます。 

 

（6）社会福祉活動への支援 

戸沢村社会福祉協議会や戸沢村民生児

童委員協議会の活動を支援します。 

また、定期的な情報交換を継続実施し

ます。 

 

（7）成年後見制度の拡充 

高齢者や障がい者等の権利擁護を必要

とする事案の増加に伴い、成年後見人制

度の拡充が求められています。 

支援体制の整備とともに、国が求める

中核的機能を取り入れながら、権利擁護

に努めます。 

また、地域連携ネットワーク形成に向

けた学習会を継続します。 

 

 

  

施策の内容 
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健康で笑顔あふれる元気な村づくり 
基本方針 

3  

主要施策3-3 地域福祉対策の充実 

3-3-2 高齢者福祉の充実 

 

◆ 年齢を重ねても、要介護の状態であっても高齢者が住み慣れた地域で生活
できるよう、地域の支え合いによる生活支援体制づくりを進めるとともに、
健康寿命の延伸のため健康づくりや介護予防事業を積極的に展開していき
ます。 

◆ 成年後見制度の周知・利用を促進し、高齢者の権利擁護を進めます。 

 

 

高齢化が急速に進行し、独居世帯や老老世帯の増加が見込まれる中、高齢者が住み慣れ

た地域で安心して暮らし続けられる環境づくりが重要となっています。 

本村では、村施設やぽんぽ館等を活用した健康づくりや介護予防事業を実施するととも

に、社会福祉協議会と連携し、地域ふれあいサロン活動の拡大を図りました。また、緊急

通報システムの設置や、ふれあい弁当・ヤクルト配布を通じた見守り活動を実施し、独居

高齢者が地域で安心して生活できる環境づくりに努めました。 

認知症対策としては、認知症カフェを実施し、当事者や家族への支援と正しい知識の普

及を図った結果、認知症サポーター養成講座への参加につながるなど、理解促進の効果が

見られています。また、各種支援事業を計画どおり実施し、経済的支援が精神的負担の軽

減にも寄与しました。さらに、生きがいづくりの推進として、住民活動や地域ふれあいサ

ロン活動の支援を行っています。 

一方で、高齢化の加速により、地域ふれあいサロンや見守り活動の担い手が減少してい

るほか、地域との関わりが少ない独居世帯への支援、認知症患者の増加への対応が課題と

なっています。また、関係機関間での情報共有は行われているものの、目指す姿を具体化

した対策や新たな事業展開、人材の確保・育成にまでは至っていない状況です。 

今後は、関係機関が連携し、身体活動と趣味活動のバランスを意識した生きがいづくり

と、持続可能な高齢者福祉体制の構築を図っていく必要があります。 

 

  

現状と課題 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

 

（1）高齢者の生活支援の推進 

高齢者が住み慣れた地域で安心して老

後を過ごせるよう、生活支援体制の整備

を進めるとともに、経済的・環境的に困

窮している対象者に支援体制を拡充し、

自立支援体制を進めます。 

また、各種助成等の継続と申請の簡素

化を進めます。 

 

（2）高齢者の居場所づくりの推進 

保健・医療・福祉等関係機関と連携

し、健康づくりや介護予防の普及を図る

とともに地域でのサロン活動へ積極的な

支援を行い、高齢者が気軽に集まれる居

場所づくりを推進します。 

 

（3）地域支え合い活動の促進 

緊急通報システムの設置、ふれあい弁

当の配布、ヤクルト配布による独居高齢

者見守り活動の継続等、一人暮らし等高

齢者の支援を図るとともに、サロン活動

への積極的参加等により社会的孤立を防

ぎ、見守り等を通じて地域全体でのかか

わりを促進します。 

 

（4）認知症対策の推進 

認知症カフェ等を通じて認知症の人や

その家族に対する支援と、認知症に対す

る正しい知識を持ち、地域全体で見守る

環境づくりを進めます。 

認知症に対する理解を深め、認知症の

方をサポートできる認知症サポーター養

成講座を開催し、認知症患者に対する支

援を広げていきます。 

  

（5）在宅介護支援の推進 

在宅で介護している家族に対して、激

励金や紙おむつ等の経済的支援を継続す

るとともに、在宅での医療や介護の充実

を目指します。 

 

（6）地域包括ケアシステムの構築 

病気を抱えても住み慣れた生活の場で

療養し、自分らしい生活を維持できるよ

う在宅医療と介護の一体化、生活支援等

の課題を解決するための地域包括ケアシ

ステムの構築を図るため、戸沢村地域包

括支援センターを中心として、行政、介

護サービス事業所や支援する各種関係団

体、自治会等と地域住民の連携を図りま

す。 

 

（7）高齢者の生きがいづくりの推進 

高齢者関連団体への支援を図るととも

に、福祉部門のみならず生涯学習部門等

と連携し、身近な地域の中での積極的な

社会参加を支援します。 

 

（8）福祉の担い手の確保・育成 

全国的にも福祉人材の不足が課題であ

り、安定的な確保・育成のために施設を

通じ、育成に対する支援策を講じます。 

 

  

施策の内容 
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基本方針 

3  

主要施策3-3 地域福祉対策の充実 

3-3-3 障がい者福祉の充実 

 

◆ 障がい者が地域で安心して生活できるよう、障害福祉サービスの提供等の
支援体制の充実を図るとともに、戸沢村社会福祉協議会と連携して、障が
い者が積極的に参加できる機会の創出に努めます。 

◆ 障がい者の雇用の場が必要なことから、就労支援についても検討していき
ます。 

◆ 障がい者が暮らしやすい社会は、すべての人にとっても暮らしやすい社会
であることを認識し、ユニバーサル社会の実現に向けて関係機関との連携
を図ります。 

 

 

障がいのある方が住み慣れた地域で安心して暮らし、社会参加を続けられるよう、地域

支援体制の構築と各種支援施策の充実に取り組みました。児童発達支援や放課後等デイサ

ービスについては、計画どおり事業を実施した結果、利用者数が増加し、発達段階に応じ

た支援の充実につながっています。一方で、最上管内ではサービス提供事業所数が限られ

ており、需要に見合ったサービス供給が十分とは言えない状況です。 

移動支援や相談支援についても計画的に実施し、障がいのある方の生活圏や社会参加の

拡大、障害福祉サービス利用を促進し、地域で自立した生活を送るための基盤整備につな

がっています。 

また、就労支援については、関係機関と連携しながら支援を行い、一般就労や障害福祉

サービスの利用へとつながる事例が見られました。一方で、障がいの診断基準に満たない

方への就労支援の在り方については、引き続き検討が必要です。 

さらに、社会参加への支援を通じて、障がいのある方が地域活動に関わる機会を創出し

ました。地域生活支援拠点としては、最上地区自立支援協議会において「MOGAMI障がい

（児）者応援ネットワーク」を整備しましたが、現時点では利用実績がなく、登録事業所数

の少なさが課題となっています。 

今後は、関係機関との連携を強化し、サービス提供体制の充実と利用促進を図ることで、

持続可能な障がい者福祉の推進を目指していく必要があります。 

 

  

現状と課題 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

 

（1）地域支援体制の構築 

庁内の母子保健部門との連携はもちろ

ん、学校や専門機関とも連携し、子ども

の発達の遅れや障害の早期発見と早期療

育に努めるとともに、家族の受認を得な

がら相談支援体制を強化しつつ、山形県

サポートファイルを活用しながら、ライ

フステージに沿って切れ目のない支援体

制を図ります。 

 

（2）障がい者の移動支援 

障がい者の移動支援として、障がい者

福祉交通事業による交通費の助成や日常

生活用具を給付し、安定した生活を支援

します。 

 

（3）障がい者の相談支援体制の強化 

専門職員と連携した相談支援体制の強化

を図るとともに、権利擁護の推進や必要

なサービスを円滑に提供できる体制の強

化に努めます。 

 

  

（4）障がい者の就労支援の推進 

障がい者の就労定着を図るため、最上

障害者・就業生活支援センターと連携を

図りながら、団体や事業者、民間企業等

の関係機関とともに、就労に関する情報

を積極的に提供します。 

社会福祉協議会で障がい者の居場所づ

くりを行う中で、一人一人特性に合った

就労支援のあり方を探っていきます。 

 

（5）社会参加への支援 

障がい者が地域社会の一員として、

様々な活動に積極的に参加し、生活の質

の向上や自己実現が図られるよう、戸沢

村社会福祉協議会と連携して各種イベン

トや文化・スポーツ等の交流事業に取り

組みます。 

 

（6）障がい者地域生活支援拠点の整備 

障がい者の重度化や高齢化、「親亡き

後」を見据えた居住支援のための機能

（相談、緊急時の受入等）を持つ支援拠点

の構築とサービス体制の提供を図りま

す。 

施策の内容 
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文化と自然を大切にする心豊かな村づくり 
基本方針 

4 

基本方針4 文化と自然を大切にする心豊かな村づくり 

 

主要施策4-1 地域連携の共育 

4-1-1 地域全体で子どもと大人の社会力

を育む 

 

◆ 子どもと大人の社会力の育成のために、次の3つの方針で取り組んでいき
ます。 

地域共育活動の充実 

● 地域学校協働活動や地域共育活動を核とした異年齢交流や大人同士のかかわりを大事

にしていきます。 

地域づくり・人づくりを核とした社会教育の充実 

● 持続可能な地域活動、若者世代・保護者世代の主体的な地域活動を支援していきます。 

共育、学社融合の視点による学校との協働 

● とざわ地域学校協働本部により、学校の教育活動等と連動した協働体制を強化してい

きます。 

 

 
少子化や核家族化の進行、地域のつながりの希薄化が進む中、家庭・学校・地域が一体

となり、子どもと大人の社会力を育む取組の重要性が高まっています。本村では、「家庭

が子育ての原点」であるとの考えのもと、読書イベントの実施にあわせて、とざわ「五つ

の習慣」の啓発活動を行い、親子で体験を共有する機会を創出しました。これにより、家

庭での親子体験が促進され、子どもの社会的スキルや言語能力の発達、情緒の安定につな

がっています。 

また、地域学校協働本部を設置し、地域共育活動団体と連携した共育活動を推進するこ

とで、地域と学校のつながりを強化しました。学校以外での子どもの居場所づくりや、多

様な世代との交流を通じて、コミュニケーションの幅が広がっています。さらに、小中一

貫による9年間の地域共育カリキュラムを通じて、戸沢村から世界へと視点を広げる学びや、

ICTを活用した国際交流や異文化理解を取り入れた探究的な学習環境を整備しています。 

あいさつ運動などの取組では、地域の大人と関わる機会を設け、子どもの自立心や社会

性の育成を図っています。あわせて、社会教育施設については、計画的に整備を進め、住

民が世代を超えて集い、交流できる拠点づくりを行っています。 

現状と課題 

文化と自然を大切にする 
心豊かな村づくり 

基本方針 

4 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

一方で、参加者や担い手の固定化・減少、活動を継続するためのマンパワー不足、老朽

化した社会教育施設の維持・廃止の検討などが課題となっています。今後は、地域全体で

支え合う体制を再構築し、持続可能な地域共育の推進を図っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

（1）家庭が子育ての原点 

ア とざわ「5つの習慣」を基にした生活

習慣を形成します。 

イ 「読書の村とざわ」で家庭での読み聞

かせを推進します。 

ウ 子育て世代の教育力を育成します。 

 

（2）地域共育活動団体の活動支援 

ア 地域活動・伝承文化を核とした地域共

育活動の活性化を図ります。 

イ 地域学校協働本部を中心とした事業の

開催や団体の育成に取り組みます。 

 

（3）社会力の育成と 

地域共育カリキュラムの創造 

ア 地域共育カリキュラムを核とした充実

した質の高い直接体験とＩＣＴ（情報

通信技術）を活用した情報活用力を育

成します。 

イ 小・中9ヵ年を見通した地域共育カリ

キュラムの創造と内容の充実を図りま

す。 

ウ 子どもの社会力・非認知能力の育成を

目的にした豊かな体験の充実を図りま

す。 

 

 

 

  

（4）子どもを地域のみんなで守ろう 

ア 地域ぐるみでの共育活動を推進しま

す。 

イ 通学路の安全確保を図ります。 

 

（5）交流拠点の整備 

ア 子どもや親子が集い、年間を通じて安

全な環境で村民同士が交流できる施設

整備を推進します。 

  

 

 

 

 

 

  

施策の内容 
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文化と自然を大切にする心豊かな村づくり 
基本方針 

4  

主要施策4-2 幼児期・学童期の共育 

4-2-1 保小中一貫教育で戸沢村の 

未来を創る子どもを育む 

 

◆ 子どもの社会力の育成と生きて働く学力の定着のために、次の3つの方針
で取り組んでいきます。 

保小中一貫教育「戸沢学園構想」の推進と義務教育学校の設置 

● 9年間を貫く共育カリキュラムによるふるさと学習と小・中一体となった学校制度での

一貫教育を推進します。 

実体験・本物体験とＩＣＴ機器の効果的活用 

● 豊かな直接体験とＩＣＴ教育のバランスよい組み合わせで、社会力の向上を図ります。 

コミュニティスクール機能と共育カリキュラムの充実 

● コミュニティスクールで地域とともにある学校をより強固に創造していきます。 

◆ 切れ目ない支援と多様な学びの推進体制のほか、発達特性の理解促進や 
インクルーシブ教育を構築します。 

 

 
少子化や社会の急速な変化が進む中、地域の将来を担う子どもを育てるため、本村では

保育・幼児教育から小学校・中学校までを一体的につなぐ「保小中一貫教育」を推進して

います。義務教育学校は既に設置されており、保育所段階では保育指針に基づき見直しを

行いながら、幼児教育の質の向上を図っています。架け橋プログラムの作成や小中の「の

りしろづくり」、きずなプロジェクト等により、発達段階に応じた円滑な接続を進め、9年

間を見通した系統的な学びを計画的に実施しています。 

学習面では、基礎・基本の定着を図りつつ、総合的な学習や生活科を核とした教科横断

的な学びを実践し、学んだことを生活や社会で活用できる力の育成に取り組んでいます。

また、探究課題を持った学習を進め、探究のサイクルを回しながら主体的な学びの充実を

図っています。 

学校運営協議会では、「知・心・体」の三部会に分かれ、地域との交流やあいさつ運動、

体力向上等に取り組み、地域に開かれた学校づくりを進めています。生徒指導面では、居

場所づくりやきずなづくり、いじめ防止対策を通じて、安心して学べる環境の確保に努め

ています。 

さらに、特別支援教育では専門家チームによる支援体制を整え、英語活動やICT教育につ

いてもALT配置やICT教育振興プランに基づく環境整備を進めてきました。今後は、人的体

制の充実とICT活用力の向上を図りながら、戸沢村ならではの保小中一貫教育をさらに深化

させていく必要があります。 

現状と課題 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

 
（1）保小中一貫教育の構築 

ア 保育指針に即した幼児教育を実践しま

す。 

イ 保小中一貫教育を推進します。 

ウ 育成すべき資質・能力と目指す児童生

徒像を基にした教科横断的教育課程を

実践します。 

エ 生活科・総合的な学習の時間を核とし

た探究型学習を推進します。 

オ 学びのステージに合わせた指導体制を

確立します。 

 

〇戸沢らしい学びの創造 

学びに向かう力の育成／一人一人を伸ばす教育

への転換／共育カリキュラムの充実／教科担任

制／ICTを活用した個別最適な学び 

〇心を耕す幼児教育の推進 

架け橋プログラムの実践 

〇豊かな感性をはぐくむ体験活動の推進 

自然体験や文化活動への関心の醸成 

 

（2）明るく楽しい学校・地域に 
開かれた学校の創造 

ア コミュニティスクールの充実と地域と

ともにある学校づくりを推進します。 

イ 「あいさつ日本一の学校」に取り組み

ます。 

ウ 戸沢村共育の日の制定と村民フォーラ

ムにおける村民一体となった教育を振

興します。 

 

（3）積極的な生徒指導の推進 

ア 深い学びに結び付く学び合いのできる

集団づくりを推進します。 

イ 共助の心と社会力を育む自治活動の充

実を図ります。 

ウ いじめ・不登校の未然防止と組織的な

対応の充実を図ります。 

エ 上記の内容を進めるにあたって、チー

ム学校でのサポート体制を構築しま

す。 

  

（4）校内研究を基盤とした学力向上 

ア 山形大学と連携した校内研究の充実を

図ります。 

イ 主体的な研修と大学との連携強化・共

育推進研究所での研修の充実など、職

員協働による学校づくりを推進しま

す。 

ウ いじめ・不登校の未然防止と組織的な

対応の充実を図ります。（再掲載） 

 

（5）幼児教育の充実 

ア とざわ「5つの習慣」を基にした生活

習慣を形成します。（再掲載） 

イ 保小中一貫教育のスタートとしての幼

児教育を展開します。 

ウ 非認知能力の育成を目指した遊びの研

究を行います。 

 

（6）特別支援教育の充実 

ア 個に応じた支援・指導の充実を図りま

す。 

イ 特別支援教育力の向上を図ります。 

 

（7）英語活動と国際理解教育の推進 

ア 英語の指導環境の整備と英語にふれる

機会の充実を図ります。 

イ 英語検定受検を助成します。 

ウ 異文化理解・国際交流を展開します。 

 

（8）ＩＣＴ環境の整備と 
情報教育の推進 

ア 戸沢村ICT教育振興プランの更新、セ

キュリティポリシーの継続的な見直

し・更新を行います。 

イ 学校と連携したICTモラルやメディア

リテラシー教育を継続します。 

  

施策の内容 
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文化と自然を大切にする心豊かな村づくり 
基本方針 

4  

主要施策4-3 生涯学習・生涯スポーツの推進 

4-3-1 村民の豊かな生活を支える 

生涯学習のススメ 

 

◆ 地域づくり、人づくり、地域への愛着心の醸成を基本に、次の4つの方針で
取り組んでいきます。 

大人の社会力の育成 

● 地域共育活動団体の活動を柱に、若い世代への継承を図ります。 

ボランティア活動を核とした青少年活動の活性化 

● 中高生のボランティア活動から大人のボランティア活動へ広げていきます。 

村の宝の保存と発掘 

● 文化財の保全と継承とともに次世代に語り継いでいきます。 

学びの場の提供 

● 生涯学習センターの機能の強化と文化活動への積極的な取り組みを行います。 

 

 

人口減少や高齢化が進む中、村民が生きがいを持ち、豊かな生活を送るためには、生涯

にわたって学び続けられる環境づくりが重要となっています。本村では、生涯学習環境の

整備として、「大人の共育講座」を中心に各種講座などを実施するとともに、女性を対象

とした「ル・ガール」や「淑女のお茶会」など、多様なニーズに応じた学習機会を提供し

ました。また、スポレク祭や村民フォーラムを村民会議やスポーツ協会等と共催し、多く

の住民が参加する交流の場を創出しています。一方で、事業の企画・運営を担う人材の減

少が課題となっています。 

ボランティア活動については、高齢者ボランティアの活躍促進を図り、「えほんの森」

など読書活動を中心とした事業を実施しましたが、今後は成人世代のボランティア育成が

求められます。交流事業では、中井町との児童交流を継続し、地域や文化への理解を深め

る取組を行いました。さらに、文化財保護委員を中心とした文化財の保護・継承や、伝統

芸能をはじめとする芸術文化活動を支援するとともに、とざわスポーツクラブへの運営委

託により社会教育施設の有効活用を進めました。 

今後も、生涯学習を通じた地域のつながりを大切にし、持続可能な学習環境の充実を図

っていく必要があります。 

  

現状と課題 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 

 

（1）生涯学習環境の整備 

ア 大人同士のつながりを基盤とした大人

の社会力を育成します。 

イ 子育てを通じた大人のネットワーク化

を図ります。 

ウ 生涯学習センター等の社会教育施設の

活用を図ります。 

 

（2）高齢社会への対応 

ア 学びの場の充実を図ります。 

イ 地域活動における異年齢交流の場の拡

充を図ります。 

ウ 生涯学習・スポーツ等を通じた憩いの

場を創造します。 

 

（3）ボランティア活動の充実 

ア 高校生ボランティアSTAFFの計画的育

成と活動の充実を図ります。 

イ 読み聞かせ等活動を通した人材の育成

とネットワーク化を推進します。 

ウ 成人ボランティア団体（地域活動団

体）を育成します。 

 

  

（4）中井町とのふれあい交流活動の
促進 

ア 中井町との青少年ふれあい交流の継続

に取り組みます。 

 

（5）文化財の継承と芸術活動の推進 

ア 文化財及び歴史的文献・資料の整理・

保存を図ります。 

イ 最上峡にかかわる講演会等を実施しま

す。 

ウ 芸術団体を育成します。 

エ 文化財保護委員を中心とした村内文化

財保護並びに芸術文化協会並びに活動

団体による伝統芸能の継承と地域活性

化を進めます。 

 

（6）社会教育施設の充実 

ア 生涯学習センターの活用を図るととも

に、参加者の裾野を広げるようなプロ

グラムを検討します。 

  

施策の内容 
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文化と自然を大切にする心豊かな村づくり 
基本方針 

4  

主要施策4-3 生涯学習・生涯スポーツの推進 

4-3-2 健康・元気！生涯スポーツのススメ 

 

◆ 競技力の向上とスポーツを通じた交流を基本に、次の2つの方針で進めて
いきます。 

競技スポーツの強化 

● 関連競技団体による健全な運営と競技力の向上に取り組みます。 

 生涯スポーツの奨励 

● スポーツを通じた交流を大事にした取り組みを行います。 

 

 

健康づくりや交流の場としてスポーツの果たす役割が重要となる中、若者センター周辺

の体育施設について、とざわスポーツクラブへ経営管理を委託し、計画的な維持・管理を

行いました。あわせて、施設の老朽化に対応するため、必要な修繕を実施し、安全で安心

して利用できる環境の確保に努めました。 

また、ライフステージに応じたスポーツの推進に向け、関係団体と連携を図りながら、

生涯スポーツの普及に取り組みました。スポレク祭などのイベントを実施することで、子

どもから高齢者まで幅広い世代がスポーツに親しむ機会を創出し、運動習慣の定着や世代

間交流の促進につなげています。 

一方で、今後も施設の経年劣化が進むことが見込まれるため、計画的な修繕や更新を行

うとともに、利用者ニーズを踏まえた運営の工夫が求められます。引き続き、スポーツを

通じて心身の健康づくりと地域の活性化を図っていく必要があります。 

 

（1）若者センター周辺の体育施設の

維持・管理 

ア 競技人口・利用頻度を見据えた整備・

改修を計画的に実施します。 

  

（2）ライフステージに応じたスポー

ツの推進 

ア 生涯スポーツを推進します。 

 

 

  

現状と課題 

施策の内容 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 
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村民の参加と協働による村づくり 
基本方針 

5 

基本方針5 村民の参加と協働による村づくり 

 

主要施策5-1 協働による地域づくりの推進 

5-1-1 協働による地域づくりの推進 

 

◆ 少子高齢化・環境・教育等の様々な課題を抱え、かつ、村民のニーズが多様
化・複雑化する中で、これらすべてに、行政だけで対応するには限界がある
という認識があります。 

◆ 村民と地域そして行政が自己変革し、自助・互助・共助・公助の基本原則のも
とで相互の特性や違いを認め、互いに補完し合いながら、それぞれが担う
べき役割を認識し、みんなで汗を流し、知恵を出し合い積極的に地域課題を
解決していく、「協働の村づくり」を推進します。 

◆ 公的サービスの新たな担い手として、自治会・ボランティア団体、各集落に
組織された地域活動団体等の育成に取り組みます。 

 

 

人口減少や高齢化の進行により、地域活動の担い手不足や自治会・地区会の運営負担の

増大が課題となる中、行政と住民が協働して地域づくりを進めていくことの重要性が高ま

っています。 

本村では、地域担当制による地域づくりを推進し、地域懇談会等を通じて住民との対話

を重ねるとともに、地域づくり交付金を申請のあった地区に交付し、各地区が主体的に行

う取組を支援してきました。その結果、地区内での情報共有が進み、地域の実情に応じた

事業が展開されるなど、一定の活性化が図られています。 

一方で、今後は地域活動を支える人材の高齢化や固定化が進み、活動の継続が難しくな

ることが懸念されます。また、各地区組織や団体の多角化・広域化を進める中で、役割分

担や合意形成の在り方が課題となる可能性があります。さらに、転入者など多様な住民へ

の配慮や、情報発信手法の違いによる情報格差への対応も求められます。 

今後は、自治会や各種団体への継続的な支援とあわせ、積極的な情報公開や分かりやす

い発信を行いながら、誰もが参画しやすい仕組みづくりを進め、持続可能な協働による地

域づくりを推進していく必要があります。 

  

現状と課題 

村民の参加と協働による 
村づくり 

基本方針 

5 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 
 

 

 

 

 

 

 

（1）地域担当制による地域づくり 

職員が直接、村民のニーズや課題を把

握し、地域の人々と一緒になって地域の

様々な課題等を解決するために、職員に

よる地域担当制を導入します。 

 

（2）積極的な情報公開 

村民と協働の村づくりを進めていくた

めにも、積極的な情報公開を行います。 

 

（3）地域懇談会等の開催 

協働による村づくりを目指し、地域と

懇談する機会を定期的に開催します。 

 

（4）各地区組織・団体の多角化・広

域化 

交通弱者等を共助していく手段とし

て、各地区で組織されている組織・団体

を核とし、単地区のみならず、広域的な

共助のあり方を検討します。  

  

（5）自治会・地区会等への支援 

自治会・地区会と情報共有を行うとと

もに、地区公民館等の新築・増改築の補

助や各種施設の修繕・各コミュニティ形

成に必要な経費については、地域づくり

交付金事業を継続して行い、地域活性化

を図ります。 

 

（6） 各種団体の育成と連携 

各種団体の調整や役員等の育成を図る

とともに、ボランティア活動や各種イベ

ント等で連携を強化します。 

 

（7）在住外国人等に対するケア体制

の充実 

支援を必要としている在住外国人を対

象に日本語教室の実施を継続し、きめ細

やかな支援を実施します。 

 

  

施策の内容 
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村民の参加と協働による村づくり 
基本方針 

5  

主要施策5-2 効率的な行財政運営の確立 

5-2-1 効率的な行財政運営の推進 

 

◆ 持続可能で安定的な行財政基盤の確立を目指し、社会経済情勢の変化に機
敏に対応しつつ費用対効果を十分に検討し、民間活力の導入や空き施設の
有効活用等によるコスト意識に根ざした確かな経営感覚を持って効果的・
効率的な施策を実施します。 

◆ 村有財産の有効利用と効率的な運用、売却、処分等により財源の確保に努
めます。 

 

 

人口減少や地域主権の進展により、限られた人材と財源の中で持続可能な行政運営を行

うことが求められています。本村では、効率的な行財政運営の推進に向け、民間活力の導

入と自主財源の確保を目的として、地域活性化企業人の協力を得ながら、ふるさと納税事

業の強化に取り組みました。特設サイトの開設や返礼品の拡充、中間事業者の見直しに加

え、近隣自治体と連携した共通返礼品の開発を行うことで、業務の効率化と本村の魅力発

信を図っています。その結果、ふるさと納税による一定の財源確保につながりました。 

一方で、主力返礼品が米に偏っていることから、今後は農産物以外の返礼品開発や寄付

額の安定的な確保が課題となっています。 

また、行政運営全体においては、職員数の制約や業務の複雑化に対応するため、組織機

構や業務分担の見直し、各課横断的な連携による効率的な業務遂行が一層重要となります。 

さらに、職員の専門性や企画力の向上を図り、質の高い行政サービスを維持していく必

要があります。あわせて、行政委員会等の在り方の検討や、空き施設の有効活用、売却・

公売の推進など、公有資産の適正管理を進めることで、持続可能な財政基盤の確立に向け

た取組を総合的に進めていくことが求められます。 

 

  

現状と課題 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 
 

 

（1）地域主権に対応した行政組織機

構・業務分担の見直し 

限られた予算の中で、最大の効果を発

揮するため、行政組織機構の検証をし、

業務分担を整理しながら見直しを図り、

住民サービスの向上を目指します。 

 

（2）村民ニーズに対応した各課連携

による効率的な行政運営の構築 

各課での事業の精査を行い、重複・類

似している事業を見直し、効率的な事業

推進並びに財政措置を図ります。 

また、自治体行政のデジタル化に合わ

せて「スマート自治体」を推進します。 

 

（3）職員の能力向上による質の高い

行政サービスの推進 

庁舎内外での職員の研修等を一層推進

し、職員の仕事のスキルアップを図り、

より質の高い行政サービスの向上を図り

ます。 

 

（4）民間活力の導入推進 

農村環境改善センター、若者総合施設

の運営に指定管理者制度の適用を図りま

す。 

また、ＰＦＩを活用した事業や費用対

効果を検証した事業の民間委託等、民間

の活力を積極的に活用します。 

  

（5）持続可能な財政基盤の確立 

村税の公平公正な課税と納税の体制を

強化するとともに、ふるさと納税につい

て、本村の魅力を最大限に発信し、拡充

します。 

 

（6）行政委員会等の見直し 

各種行政委員会については、人口の減

少により担い手の確保が難しい状況とな

っていること、重複して委員に委嘱され

ている方も多くなってきたことから、各

委員会の役割等を精査し、スリム化も含

めて見直しを検討します。 

 

（7）空き施設の活用 

施設の廃止や統廃合により、新たに発

生する空き施設については、施設の耐用

年数や老朽化の度合いを勘案の上、解体

すべきものか、活用が可能であるかを総

合的に検討し、地域住民との協議を重ね

つつ、売却・解体も含め、活用方法を研

究します。 

 

（8）売却・公売の推進 

村の広報誌やホームページに物件を紹

介し、広く入札者を募り売却に努めま

す。 

また、インターネットによる公売を進

めます。 

 

  

施策の内容 
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村民の参加と協働による村づくり 
基本方針 

5  

主要施策5-2 効率的な行財政運営の確立 

5-2-2 広域行政の推進 

 

◆ 情報化の進展や交通網の整備により、村民の生活圏域は広域展開されるこ
ととなり、行政需要も多様化・高度化しています。 

◆ 効率性や村民サービス向上という観点から、村単独で行うよりも、最上管内
の市町村との広域的な連携による取り組みがより効果的な施策について
は、その調整を図りながら施策を進め、質の高い住民サービスの提供に努
めていきます。 

 

 

人口減少や高齢化が進行する中、単独自治体での行政運営には限界があることから、広

域行政の推進は不可欠となっています。本村では、最上広域市町村圏事務組合や最上地区

広域連合の機能充実に向けた取組を進めており、国民健康保険運営の安定化を目的として

人材派遣を行い、適切な資格管理や給付業務の充実を図ってきました。安定財源の確保に

努めながら運営を行っていますが、被保険者数の減少が続く中で、将来的に安定した国保

運営を維持できるかが課題となっています。 

また、新庄最上定住自立圏形成推進会議を通じ、圏域全体で必要な生活機能を確保し、

地方圏においても安心して暮らし続けられる地域社会の形成を目指しています。現在は、

圏域が目指す将来像や具体的な取組を明らかにする第３次共生ビジョンの策定を進めてお

り、今後はビジョンに基づく実効性ある事業展開が求められます。 

感染症対策については、季節性インフルエンザや新型コロナウイルス等に対し、予防接

種を実施し、定期接種対象者への助成や広報による周知を行ってきましたが、接種率はイ

ンフルエンザで5割弱、新型コロナウイルスでは低水準にとどまっています。さらに、感染

症を想定した事業継続計画（BCP）が未策定であることから、災害時対応も含めた広域的

な受援体制やBCPの整備が今後の大きな課題です。今後は、広域連携を一層強化し、平時

から非常時まで持続可能な行政体制の構築を図っていく必要があります。 

 

  

現状と課題 

施策の方針 
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第 2 章 基本計画 

 
 

 

（1）最上広域市町村圏事務組合の充実 

村民の暮らしの安心・安全の確保、暮

らしの向上のため、最上広域市町村圏事

務組合の運営を支え、より一層の充実を

図ります。 

 

（2）最上地区広域連合の充実 

村民の健康維持・増進のため、最上地

区広域連合へ人材を派遣し、充実を図り

ます。 

また、今後の山形県広域連合運営の見

直し状況を把握し、組織のあり方を検討

します。 

 

（3）広域交流の拡大と相互連携の推進 

最上8市町村の広域交流を拡大し、広域

観光・交流事業・イベント等を含め、相

互連携の拡充を図ります。 

 

 

  

（4）新庄最上定住自立圏形成推進 

会議の推進 

新庄最上定住自立圏形成推進会議で策

定された共生ビジョンにより、事業を推

進し、連携を図ります。 

 

（5）災害時受援体制及びＢＣＰ 

（事業継続計画）の策定 

災害等の際に、スムーズに支援の受け

入れができるように災害時の受動体制の

確立と、有事の際でも行政としての業務

が滞ることがないよう、もしくは、素早

い復興ができるようにＢＣＰを策定し、

第1にライフラインの確保に努め、住民サ

ービスを途切れることがないように他市

町村とも連携を図ります。 

 

（6）感染症予防対策 

新型インフルエンザ・新型コロナウイ

ルス感染症について最上管内市町村で統

一した対応を図り、拡散防止及び予防に

努めます。 

また、感染症対策ＢＣＰを策定し、行

政サービスの停滞を防ぎます。 

 

施策の内容 
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第５次戸沢村総合計画 
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第1節 総合戦略の基本事項 

第1項 総合戦略策定の趣旨 

「地方創生」の取り組みが10年前に開始されて以降、人口減少や東京圏への一極集中の流

れが変わるまでには至っておらず、国においては、当面は人口・生産年齢人口が減少すると

いう事態を正面から受け止めた上で、人口規模が縮小しても経済成長し、社会を機能させる

適応策を講じる必要があるとの考えのもと、「地方創生2.0」を起動させ、今後10年間で集

中的に取り組む「基本構想」が策定され、その具体的な施策が「経済財政運営と改革の基本

方針2025（骨太方針2025）」に盛り込まれました。 

山形県では、令和2年度に「第4次山形県総合発展計画（山形県版総合戦略第2期）」を策

定し、その間コロナ禍を経て、激甚化する自然災害、人口減少など、山形県を取り巻く社会

経済情勢が大きく変化するとともに、デジタル化・ＤＸが加速する中、新たな課題に的確に

対応し、県民一人ひとりの豊かで幸せな暮らしを実現していくため、令和７年度から始まる

「第4次山形県総合発展計画 後期実施計画」を策定し、山形県版総合戦略第3期としても位

置付けられています。 

本村では、「第２期戸沢村まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和２年度から令和７年

度）」（以下「第２期総合戦略」という。）に基づいて、人口減少対策や人口が減少しても

幸せに暮らせるまちづくりを進めてきており、ソフト・ハードの両面から、子育て環境の充

実を図ってきたほか、移住定住施策の充実により、人口減少対策に一定の成果があったもの

の、若年層の進学や就職等に伴う村外への人口流出に歯止めがかかっていない状況となって

います。 

第２期総合戦略の策定後、新型コロナウイルスの感染拡大やエネルギー価格等をはじめと

した物価高騰の長期化、村を取り巻く社会環境が大きく変化しています。そのため、総合計

画で定めた「最上川・笑顔・いきいき夢あふれる故郷（ふるさと）戸沢村」の実現に向けて

村全体が全力で取り組んでいくことが求められています。 

これらの社会環境の変化に的確に対応し、人口の減少カーブを緩やかにするとともに、人

口が減少しても幸せなまちづくりを進めるために、国や県の動向を踏まえ、地方創生の取り

組みを考え、推進するため、令和8年度から令和12年度までの５年間を計画期間とした「第

３期戸沢村まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「第３期総合戦略」という。）を策定

します。 
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第 3 章 総合戦略 

第2項 計画期間 

計画期間は、令和8年度から令和12年度までの5年間とします。 

 

 

 

第3項 総合戦略の位置付け 

第3期総合戦略は、まち・ひと・しごと創生法（平成26年11月28日法律第136号）第10条

に基づく、「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」に該当します。 

本村においては、村政の最上位計画「第5次戸沢村総合計画」における最重要テーマのひ

とつである人口減少対策に特化した重点プロジェクトに位置付けるものです。 

策定にあたり、国の「地方創生 2.0基本構想」、「第4次山形県総合発展計画」（山形県版

まち・ひと・しごと創生総合戦略の性格を有する）を参考にしています。 

 

 

 

第4項 総合戦略策定に当たっての課題 

人口減少・少子高齢化の加速 

若年層の都市部への流出により、地域の人口は減少傾向にあり、高齢化率も上昇していま

す。これにより、地域の担い手不足や医療・福祉サービスの需要増加が課題となっています。 

子育て支援の充実への期待 

若い世代の定住促進には、保育・教育環境の整備、子育て世帯への支援策が不可欠です。

地域ぐるみの子育て支援や、働きながら子育てしやすい環境づくりが求められています。 

安全・安心な暮らしへの関心の高まり 

自然災害や新型コロナ等の感染症の経験を通じて、地域防災力の強化、見守り体制の構築、

公共空間の安全性向上など、安心して暮らせるまちづくりが重視されています。 

住民協働による地域づくりの必要性 

行政だけでなく、住民・地域団体・企業が連携し、地域課題を共有・解決する「協働」の

取り組みが重要視されています。特に、地域コミュニティの再生や自治意識の醸成が鍵とな

ります。 
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産業構造の変化とテクノロジーの活用 

地場産業の衰退や雇用の減少に対応するため、地域資源を活かした産業振興や、ICT・デ

ジタル技術の導入による新たなビジネス創出が求められています。行政サービスのデジタル

化も進行中です。 

持続可能な地域社会の構築 

環境保全、資源循環、地域経済の自立など、SDGsの視点を取り入れた持続可能なまちづ

くりが求められています。地域の自然・文化・人材を活かした循環型社会の実現が重要です。 

ライフスタイルの多様化と価値観の変化 

テレワークやワーケーションの普及、地方移住への関心の高まりなどにより、都市と地方

の境界が曖昧になりつつあります。個人の価値観や働き方、暮らし方が多様化する中で、地

域が柔軟に対応できる環境整備が求められています。空き家活用、地域資源を活かした暮ら

しの提案なども重要なテーマです。 
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第 3 章 総合戦略 

第5項 総合戦略の推進体制、進捗管理 

（1）行政の実施体制の構築  

第3期総合戦略を着実に推進するため、まちづくり課が「戦略の司令塔」として戦略全体

のコーディネートと実施プログラムの策定等を行います。また、必要に応じて所管分野を横

断するプロジェクトチームを庁内に組織します。 

国からの交付金・補助金・助成金、財政支出をはじめ、高等教育研究機関、民間企業等か

らの協力を仰ぎ、第3期総合戦略を推進する財源確保に努めます。 

 

 

（2）村民・関係機関・高等教育研究機関・民間企業等との協力・連携  

第3期総合戦略の着実な推進に向けて、産官学金労言等の各界各層の協力を仰ぎ、幅広い

パートナーシップを構築します。 

パートナーシップの例： 村民や地域団体との情報共有、「協働の村づくり」の一層の推進 

国、県、関係機関との連携、高等教育研究機関、民間企業、外部ヒューマンパワーの協力

（知見・ノウハウ、ネットワーク、人材派遣、アドバイス等） 

 

 

（3）戦略を検証する指標の設定  

村民、関係機関、行政が目標を共有するため、成果指標＊（アウトカム）及び重要業績評

価指標（ＫＰＩ）＊を設定した上で、村民、関係機関、行政で構成する「魅力あるとざわ創

生推進本部」において第3期総合戦略の検証・改善を協議します。 

 

 

（4）庁内の推進・検証体制  

第3期総合戦略の検証と改善を継続的に行う仕組みとして

PDCAサイクルを導入します。 

毎年度、「事業ローリング」により計画検証を行います。  

 
＊ 成果指標…政策を実施することによって生み出される状態（成果）を主に数値で示す「達成度を測る物差し」 

＊ 重要業績評価指標（ＫＰＩ/key Performance Indicator）…事業の進捗を検証するために設定する指標 
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第2節 第２期総合戦略の検証 

本総合戦略を策定するにあたり、第2期総合戦略の取組の実施状況について、以下のとお

り検証を行いました。 

第2期総合戦略では、国の示す政策分野を踏まえ、以下の3つの基本目標を掲げ、その下に

具体的な施策を位置づけています。なお、各基本目標には成果目標を、その下に位置付けら

れた具体的な施策に対しては、各施策の効果を客観的に検証できる指標（重要業績評価指標

（KPI））を設定しています。 

 

戦略１ 定住促進プロジェクト（しごと・くらし） 

１.１ 農林業の稼ぐ力を応援します 

１.２ 自然体験観光、事業活性化、働きがいを応援します 

１.３ 自然が身近で安全な定住環境をつくります 

戦略２ 出生数増加プロジェクト（ひと・つながり） 

２.１ 村の“ファン”と“応援団”を増やします 

２.２ 子どもを育てる、健やかに育つ環境を地域と一緒につくります 

戦略３ 健康長寿プロジェクト（げんき・ささえあい） 

３.１ 生涯の健康と活躍をみんなで応援します 

３.２ 村民の暮らしをみんなで最期まで支えます 
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第 3 章 総合戦略 

戦略１ 定住促進プロジェクト（しごと・くらし） 

成果目標の検証 

 成果指標 基準 令和６年度実績 目標 達成度 

1 
農業産出額 

（耕種、畜産、加工農産物の合計） 

15億1千万円 

（平成30年） 

14億2千万円 

（令和5年） 

Ｈ30比110％ 

（令和7年） 
85.5% 

2 年間観光客入込数 
55万4千人 

（平成30年） 

37万8千人 

（令和6年） 

60万人 

（令和7年） 
65% 

3 
定住促進住宅・子育て応援住宅

入居戸数 

9戸 

（令和2年度末） 

23戸 

（令和5年度） 

19戸 

（令和7年度末） 
121% 

 

 

１.１ 農林業の稼ぐ力を応援します 

新規就農者数は令和3～6年度で6人となり、目標を上回って達成しており、国庫補助や村

独自の支援金を活用した担い手確保の取組は一定の成果を上げています。スマート農業につ

いても、農業用ドローンや自動走行トラクターの導入が進み、作業の効率化や省力化が図ら

れています。特産品開発では、豚まんやえごま加工品などの新商品が生まれ、販路拡大や地

域の魅力発信につながっています。一方で、農業産出額は基準年と比べ減少しており、担い

手確保や技術導入が所得向上に十分結び付いていない点が課題です。今後は、園芸作物やブ

ランド農産物の付加価値向上と安定的な販路確保を進め、農林業全体の稼ぐ力を高めていく

必要があります。 

Â KPIの達成状況 

 成果指標 基準 令和６年度実績 目標 達成度 

1 新規就農者数 
0人 

（令和元年度） 

6人 

(令和3～6年度） 

5年累計 5人 

（令和3～7年度） 
120% 

2 スマート農業導入件数 
0人 

（令和元年度） 

16人 

(令和3～6年度） 

5年累計 5人 

（令和3～7年度） 
320% 

3 農産物等の特産品開発品数 
1品 

（平成28～令和2

年度） 

4品 

(令和3～6年度） 

5年累計 2品 

（令和3～7年度） 
200% 

Â 施策の状況  

  施策 事業実績 

1 
園芸作物の振興 

［産業振興課］ 

・県事業を活用しながら村の推奨作物の振興推進を図っている。R3・

4・6年度は魅力ある園芸山形所得向上支援事業を活用し、きゅうり、

アスパラガス、りんどう、だいこんの生産支援を実施している。 

2 
スマート農業の振興 

［産業振興課］ 
・農業用ドローンは１４人所有、自動走行トラクターは２人が所有。 

3 
産地化としてのブランドの確立 

［産業振興課］ 

・つや姫は64人105.14ha、雪若丸は89人144.61ha、はえぬきは1

人0.59haが特別栽培。アスパラガス、パプリカはメディアへの露出を

通し、販路拡大に努めた。 

4 
農産物等の特産品開発 

［産業振興課］ 

・令和３年度はのぐちっ娘での豚まんを開発し、ぽんぽ館やふるさと納

税の返礼品で扱っている。令和６年度はえごまを使用した練り七味と

ピリ辛ダレの商品開発をし、旬の市で振る舞い及び販売を行った。 

5 

農業後継者の育成による担い手

の確保 

［産業振興課］ 

・令和３年度に１人、令和４年度に１人、令和５年度２人、令和６年度１人

の実績。国庫補助や村単での支援金を活用し新規就農に繋げている。 

6 
林業従事後継者の育成 

［産業振興課］ 

・令和3年～令和6年までの4年間で、最上管内の林業事業体に就職し

た農林大学生は7人となっている。 
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１.２ 自然体験観光、事業活性化、働きがいを応援します 

自然体験観光事業は、トレッキングや農業体験を中心に実施数が増加しており、交流機会

の創出に一定の成果が見られます。観光プロモーションでは、SNSフォロワー数が大幅に増

加し、海外向け情報発信も目標に近づくなど、認知度向上が図られています。一方で、雇用

創出に関する成果は限定的であり、観光や商工施策が安定した雇用の場の確保に十分結び付

いていないことが課題です。商工会と連携した取組や研修会は実施しており、村の企業支援

交付金を活用した企業が令和3年度以降2件ありました。今後は、観光、農業、商工の連携と

観光資源の活用により、交流人口の拡大と地域内雇用や所得向上につなげていく必要があり

ます。 

Â KPIの達成状況 

 成果指標 基準 令和６年度実績 目標 達成度 

1 自然体験観光事業実施数 
10事業 

（令和元年度） 

13事業 

ﾄﾚｯｷﾝｸﾞ5 

農業体験8 

15事業 

（令和7年度） 
87% 

2 
観光プロモーション実績値 

（ＳＮＳフォロワー数） 

704人 

（令和2年度） 
4,055人 

2,000人 

（令和7年度） 
203% 

3 

インバウンド（訪日観光）向けプロ

モーション実績値 

（海外向け【台湾】ＳＮＳフォロワー

数） 

12人 

（令和元年度） 
2,937人 

3,000人 

（令和7年度） 
98% 

4 
村民の雇用人数（戸沢村企業立

地等雇用促進奨励金等による） 

4件 

（平成28～令和2

年度） 

1件 
5年累計 8件 

（令和3～7年度） 
13% 

Â 施策の状況  

  施策 事業実績 

1 
広域観光ルートの確立 

［まちづくり課］ 

・最上地域や、庄内・新潟・秋田との連携 

・山形に３つしかない村同士の連携事業等、多岐にわたり実施してい

る。 

2 
インバウンド対策の強化 

［まちづくり課］ 

・多言語対応のデジタル観光マップ作製・更新 

・繁字体版公式パンフレットの配布 

3 
グリーンツーリズムの促進 

［まちづくり課］ 

・農業体験ツアー実施やトレッキングイベントなどの実施を通じ交流が

図られている。 

4 

小規模企業振興基本条例に基づ

く支援 

［まちづくり課］ 

・もがみ北部商工会への支援を実施し、連携して各種事業に取り組んで

いる。 

5 
起業支援の推進 

［まちづくり課］ 

・廃校舎を利用したサテライトオフィスの整備やwi-fiの環境の整備等に

ついて、現段階で要望はない。 

6 

商工・農商をはじめとする連携や

本業＋副業の事業化 

［まちづくり課］ 

・若手農業者を対象に観光ビジネスと農業成功者を招いて研修会を実

施しているが、新たなビジネスモデルの構築には至っていない。 

7 
若者労働者の雇用の場の確保 

［まちづくり課］ 
Ｒ６時点で雇用者数 １人 
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第 3 章 総合戦略 

１.３ 自然が身近で安全な定住環境をつくります 

定住促進住宅および子育て応援住宅は、計画を上回る戸数が整備され、高い入居率を維持

しており、移住・定住の受け皿として大きな成果を上げています。また、空き家バンク制度

の運用開始により、既存住宅の活用に向けた基盤整備が進みました。防災面では、防災士の

育成や地域防災事業への参画を通じ、体制の強化が図られています。一方で、景観保全や光

ファイバー網を活用した環境整備は検討段階にとどまっており、生活利便性や魅力向上に向

けた取組が十分とは言えません。今後は、住宅整備に加え、景観、防災、情報通信環境の充

実を図り、安心して暮らし続けられる定住環境を整えていく必要があります。 

Â KPIの達成状況 

 成果指標 基準 令和６年度実績 目標 達成度 

1 
定住促進住宅・子育て応援住宅

建設戸数 

9戸 

（令和2年度末） 

24戸 

（令和5年度） 

19戸 

（令和7年度末） 
126% 

2 空き家バンク制度の創設 
未整備 

（令和2年度末） 

令和3年5月運用

開始 

令和3年までに運

用開始 
100% 

3 防災士有資格者数 
14人 

（令和元年度末） 

17人 

（令和６年度末） 

20人 

（令和7年度末） 
85% 

Â 施策の状況  

  施策 事業実績 

1 
景観の保全 

［まちづくり課］ 
・検討までに至っていない。 

2 

定住促進住宅・子育て応援住宅

の建設 

［まちづくり課］ 

・令和3年度にPFI方式により、3棟15戸分を確保した。定住促進住宅

は9戸 

・令和7年3月31日時点入居状況23/24戸 

3 
空き家情報の提供 

［建設水道課］ 
・令和6年度中から外部委託 

4 
光ファイバー網を利用した整備 

［総務課］ 
・検討までに至っていない。 

5 
除雪体制・除雪機械の整備 

［建設水道課］ 

・除雪オペレータを18人機械17台(予備2台)で構成し、委託路線、村道

サポート、排雪、豪雪対策融雪促進事業と共に地区と連携し、除雪の対

策を行った。 

6 
防災体制の強化・充実 

［危機管理課］ 
・防災士の出前講座など地域防災事業への参画 
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戦略２ 出生数増加プロジェクト（ひと・つながり） 

成果目標の検証 

 成果指標 基準 令和６年度実績 目標 達成度 

1 ふるさと納税金額 
過去最多 

148,862千円 

（令和4年度） 

54,969千円 

（令和6年度） 

150,000千円 

（令和7年度） 
36.6% 

2 合計特殊出生率 
直近最高値 1.77 

（平成26年） 

直近値 1.31 

(令和4年) 

1.80 

（令和7年） 
72.8% 

 

２.１ 村の“ファン”と“応援団”を増やします 

都市部や近隣自治体との地域間交流については、コロナ禍による一時的な中断はあったも

のの、再開後は中井町との青少年交流事業やチャリティ物産市、旬の市などを通じて継続的

に実施されており、村への理解や関係づくりに一定の成果が見られます。また、最上8市町

村と連携した広域イベントやデジタルスタンプラリーの実施により、交流機会の拡大が図ら

れています。 

一方で、KPIの達成度は依然として低く、交流の量や継続性の面で十分とは言えません。

UJIターン対策として移住相談やフェアへの参加を行っていますが、定住や関係人口の拡大

に直結する成果は限定的です。今後は、交流事業を一過性に終わらせず、継続的な関係構築

につなげる仕組みづくりが課題です。 

 

Â KPIの達成状況 

 成果指標 基準 令和６年度実績 目標 達成度 

1 

東京戸沢会チャリティ物産市、中

井町交流等、地域間交流イベント

開催数 

年間5回 

（令和元年度） 

累計 9回 

 （旬の市、中井町

児童交流、チャリテ

ィ物産市) 

5年累計27回 

（令和3～7年度） 
33% 

2 
最上8市町村等の広域観光・交流

事業・イベント等の実施件数 

年間14件 

（令和元年度） 

累計 70件 

イベント 45件、そ

の他事業 15件（広

域周遊スタンプラリ

ー等） 

5年累計100件 

（令和3～7年度） 
70% 

Â 施策の状況  

  施策 事業実績 

1 

都市等との地域間交流の促進 

［まちづくり課］ 

［教育委員会］ 

・コロナ禍により一時中断、R5から継続して実施 

2 

中井町とのふれあい交流活動の

促進 

［教育委員会］ 

・R6.7/27～29第32期中井町・戸沢村青少年ふれあい事業を中井町

で行った。戸沢村８名の児童参加。R7.1/18～20は戸沢村において

交流事業を実施した。 

3 

広域交流の拡大と相互連携の推

進 

［まちづくり課］ 

・村内外の会場でのイベント開催のほか、広域周遊を促すためデジタル

スタンプラリーなどを実施した 

4 

ＵＪＩターンの受け入れ対策の推

進 

［まちづくり課］ 

・移住・定住サイト「とざわ暮らし」を開設中 

・山形移住・交流フェアへの参加（東京）来場者252組345人 

相談者9組13人 

・やまがた暮らしやま盛り相談DAYへの参加（東京）参加者5組5人 

・移住お試し住宅 1組2人 
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２.２ 子どもを育てる、健やかに育つ環境を地域と一緒につくります 

婚活事業については、広域連携によるイベントを継続的に実施し、累計参加者数は着実に

増加しており、出会いの機会創出に一定の成果を上げています。子育て支援センターの開所

時間延長や親子交流事業の実施により、子育て世帯の交流促進や不安軽減が図られています。

また、義務教育学校の設置や地域学校協働本部の部会設置により、学校を核とした地域共育

体制が整備されました。 

一方で、出生率の向上には結び付いておらず、子育て支援や婚活施策が定住・出産の決断

に十分影響していない点が課題です。今後は、経済的支援や働きやすい環境づくりとあわせ、

切れ目のない子育て支援の充実が求められます。 

Â KPIの達成状況 

 成果指標 基準 令和６年度実績 目標 達成度 

1 婚活イベント参加者数 
年29人 

（令和元年度） 

164人 

（令和3～6年度） 

5年累計 200人 

（令和3～7年度） 
82% 

2 子育て支援センター開催時間 
月曜～金曜 

1日3時間 

（令和元年度） 

月曜～金曜  

1日5時間 

（令和2年度～） 

月曜～金曜  

1日6時間 

（令和8～12年度） 
83% 

3 地域学校協働本部 部会の設置 
未設置 

（令和2年度末） 
3部会の設置 

3部会 

（令和7年度末） 
100% 

4 義務教育学校の設置 
未設置 

（令和2年度末） 

設置 

（令和3年度～） 

令和3年までに設

置 
100% 

Â 施策の状況  

  施策 事業実績 

1 
婚活事業の広域実施 

［まちづくり課］ 

・広域でイベントを開催 

R6（芋煮コン、クリスマスコン）延べ33人参加 

R5（謎解きイベント、オンライン恋活）延べ27人参加 

R4（謎解きイベント、交流パーティ）延べ35人参加 

R3（ツアーイベント、ミニお見合いパーティ、ワークショップ）延べ59人

参加 

・本村婚活イベント団体が開催 

R6（高麗館にて婚活イベント）延べ10人参加 

2 

誰もが働きやすい雇用の場の確

保 

［まちづくり課］ 

・広域でシンポジウムを開催し、男女共同参画や女性の活躍について広

く周知を行った。 

3 
子どもの人権尊重の推進 

［健康福祉課］ 

・要保護児童対策地域協議会については、年間、代表者会議を1回、実

務者会議を4回、状況に応じてケース検討会議を開催し、児童虐待ケ

ースの対応について協議しながら予防啓発に努めている。また、例年

11月に広報を通じて児童虐待防止について住民に周知している。 

4 

親子や親同士等の交流機会の創

出 

［健康福祉課］ 

・戸沢村子育て支援センター「こさぁーべ」を開所し、親子の交流の場と

子どもの遊び場の提供、講師を呼んだベビーマッサージ、季節に応じ

たイベントと撮影会等を行いながら、子どもの健全な育成と保護者の

支援を推進している。令和６年度は村内外合わせ延べ195人の利用と

なっている。 

5 
経済的支援の実施 

［健康福祉課］ 

・制度に則り児童手当を支給し、受給者の経済的支援を実施している。

母子・父子世帯には状況を聞き取りしながら児童扶養手当の申請を受

付け、県担当課に進達しひとり親世帯の支援を実施している。 

【医療費無償化は健康推進】 

6 

虐待、家庭内暴力、ひきこもり等

の未然防止 

［健康福祉課］ 

・民生児童委員、老人福祉相談員など福祉関係機関および関係者と連

携しながら、虐待、DV、ひきこもり等の情報を把握し、状況に応じて対

応を行っている。 
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  施策 事業実績 

7 
地域共育活動団体の活動支援 

［教育委員会］ 

・平成２９年度に小中一貫校となって地域学校協働本部と学校運営協議

会が設置された。令和３年度より学校運営協議会に３部会を設置して

各部門ごとに活動して学校を中心とした地域づくりに貢献してきた。 

8 
保小中一貫教育の構築 

［教育委員会］ 

・スタートカリキュラムを活用して保育園から小学校にスムーズな移行

ができるように取り組んでいる。また幼児教育の充実を図るため山大

の教授と連携して保育所・初等部と研修を行っている。保育園から中

等部まで１２年間の長い期間一人一人に即した指導にむけ取り組んで

いる。 

 

 

戦略３ 健康長寿プロジェクト（げんき・ささえあい） 

成果目標の検証 

 成果指標 基準 令和６年度実績 目標 達成度 

1 合計特殊出生率 
直近最高値 1.77 

（平成26年） 

直近値 1.31 

(令和4年) 

1.80 

（令和7年） 
72.8% 

2 健康寿命 
男性76.76年 

女性81.31年 

（平成28年） 

平均寿命 

男性80.5年 

女性87.6年 

県平均に近づく 

（男女とも+2.5年） 
達成 

3 地域サロン地区数及び延べ人数 
19地区 2,280人 

（令和元年度） 

25地区 7,648人 

(令和3～6年度） 

5年累計 

24地区 12,000人 

（令和3～7年） 

地区数 

104.1％ 

延べ人数

63.73％ 

4 通いの場箇所数及び延べ人数 
2箇所 5,495人 

（令和元年度） 

2箇所 11,186人 

(令和3～6年度） 

5年累計 

3箇所 30,000人 

（令和3～7年度） 

地区数 

66.6％ 

延べ人数

37.29％ 

5 生活支援体制整備拠点数 
未設置 

（令和元年度） 
未設置 

5年累計 

3箇所 

（令和3～7年度） 

0% 

6 
認知症カフェ 開催数及び延べ

人数 

4回 111人 

（令和元年度） 

15回 112人 

(令和3～6年度） 

5年累計 

25回 600人 

（令和3～7年度） 

開催数 

60％ 

延べ人数

18.7％ 

7 
認知症サポーター養成講座 開

催数延べ人数 

3回 44人 

（令和元年度） 

9回 113人 

(令和3～6年度） 

5年累計 

20回 300人 

（令和3～7年度） 

開催数 

45％ 

延べ人数

37.7％ 
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３.１ 生涯の健康と活躍をみんなで応援します 

特定健康診査やがん検診の受診率は着実に向上しており、早期発見・早期治療に向けた取

組は一定の成果を上げています。また、ゲートキーパー養成講座の受講者数は目標を大きく

上回り、こころの健康づくりや自殺予防体制の強化が進んでいます。運動教室や健康マイレ

ージ事業など、村民主体の健康づくり活動も継続的に実施されています。一方で、健康マイ

レージ登録者数や糖尿病ハイリスク者の割合は目標に届いておらず、生活習慣改善の効果が

十分に現れていないことが課題です。今後は、健康づくり施策への参加促進と、若年層を含

めた意識啓発の強化が必要です。 

Â KPIの達成状況 

 成果指標 基準 令和６年度実績 目標 達成度 

1 健康マイレージ登録者数 
100人 

（令和2年9月末） 
123人 

200人 

（令和7年9月末） 
61.5% 

2 特定健康診査受診率（国保） 
46.5％ 

（令和元年度） 
50% 

60％ 

（令和7年度末） 
83.3% 

3 糖尿病ハイリスク者 
31.7％ 

（令和元年度） 
32.2% 

20％ 

（令和7年度末） 
62.1% 

4 がん検診精密検査受診率 
80.2％ 

（令和元年度） 
平均83％ 

90％ 

（令和7年度末） 
92.2% 

5 
ゲートキーパー養成講座修了者

数 

0人 

（令和元年度末） 

40人（R3～延べ

159人） 

延べ50人 

（令和7年度末） 
318% 

6 子どもの予防接種率 
70～80％ 

（令和元年度） 
平均約69％ 

90％ 

（令和7年度末） 
76.7% 

7 地域づくり交付金事業 
11件 

（令和元年度） 

3+8+14+12=37

件 

(令和3～6年度） 

5年累計 60件 

（令和3～7年度） 
61.7% 

Â 施策の状況  

  施策 事業実績 

1 
予防接種の勧奨 

［健康福祉課］ 

・乳児訪問や健診時に適切な接種についての説明や周知をした他に、令

和4年度から「子育て支援アプリ」を導入し、携帯電話で予防接種の管

理ができるようにした。 

・適切な時期に接種できるように、個別通知や広報等で周知を行って

いる。 

・医療機関と接種について情報共有し連携をしている。 

2 
疾病の早期発見と早期治療 

［健康福祉課］ 

・健診の結果で要指導の対象者に対して通知を行い、説明会で個別に

保健・栄養指導を行っている。また、医療機関への受診勧奨も行ってい

る。 

・精密検査を受けていない人に対し、電話や個別通知で受診勧奨を行っ

ている。       

3 
健康指導・健康教育の充実 

［健康福祉課］ 

・糖尿病及び慢性腎臓病重症化予防事業では、医療機関からの指導依

頼件数が増えています。人工透析に至らないように継続して支援して

います。 

・地区の健康相談では、糖尿病や慢性腎臓病等の重症化予防、高血圧

等を重点課題にし、健康教育や健康相談を実施しています。 

4 
村民主体の健康づくりの推進 

［健康福祉課］ 

・「生活習慣病予防のための運動教室」「ノルディックウォーキング」等を

行い運動習慣につなげる事業を実施しています。 運動教室は、日中

に就労している人も参加できるように、夜間に実施しています。 

・マイレージ事業でポイントが付与できるようにしています。 

5 
「こころの健康づくり」の推進 

［健康福祉課］ 

・令和3年度から保健師がゲートキーパー養成講座（心のサポーター養

成講座）を地区サロンや地区組織、民生委員児童委員等に行っていま

す。延べ人数は目標を超えています。   
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  施策 事業実績 

6 
村民との協働の推進 

［健康福祉課］ 

・老人クラブへの補助事業を実施しながら、社会福祉協議会および老人

クラブ連合会と連携し、高齢者が生き生きと生活できるよう協働して

支援をしている。また、除雪ボランティアなどの取り組みを民生児童委

員定例会で周知しながら、支援の輪を広げている。 

7 
各種団体の育成との連携 

［まちづくり課］ 
・商工・観光等各種団体と連携しイベント等開催している。 

8 

自治会・地区会等への支援 

［教育委員会］ 

［まちづくり課］ 

・情報共有され、必要に応じて事業が実施されおり、活性化が図られて

いる。 

 

３.２ 村民の暮らしをみんなで最期まで支えます 

自主防災組織率は高水準を維持しており、要支援者の個別避難計画の策定など、災害時の

支援体制は着実に整備されています。また、地域生活支援拠点や成年後見制度の中核機関の

整備により、高齢者や障がい者の権利擁護と相談支援体制が強化されました。認知症対策や

在宅介護支援についても、関係機関と連携しながら継続的に取り組まれています。 

一方で、通いの場や生活支援活動の担い手不足が課題となっており、地域全体で支え合う

体制の持続性に懸念があります。今後は、人材育成や住民参加を促進し、地域包括ケアの充

実を図る必要があります。 

Â KPIの達成状況 

 成果指標 基準 令和６年度実績 目標 達成度 

1 自主防災組織率 
98％ 

（令和2年度末） 
98% 

100％ 

（令和7年度末） 
98% 

2 ささえあい（見守り）活動 
未設置 

（令和2年度末） 
例年実施 

3箇所 

（令和5年度末ま

で） 

100% 

3 地域生活支援拠点設置数（障害） 
未設置 

（令和2年度末） 
令和3年3月設置 

圏域で1箇所 

（令和5年度末ま

で） 

100% 

4 成年後見人拠点整備 
未設置 

（令和2年度末） 
令和4年度に整備 

圏域で1箇所 

（令和3年度末ま

で） 

100% 

Â 施策の状況  

  施策 事業実績 

1 
災害時の避難支援体制の強化 

［健康福祉課］ 

・要支援者の個別避難計画を策定し、平常時から災害に備えるため、避難

支援等関係者に対し情報を提供している。また、福祉避難所への避難を

要する要介護者や医療的ケア児の情報も福祉避難所と情報共有し有事

においてスムーズに避難ができるよう努めている。 

また、地区担当民生委員と情報共有しながら、個別避難計画の新規登録

を進めている。 

2 
高齢者の生活支援の推進 

［健康福祉課］ 

・地域における支え合い体制づくりを目的として、生活支援コーディネー

ターを中心として地域の資源開発、ネットワーク構築などを行っている。

通いの場の担い手の育成が課題となっており、引き続ききめ細かなサ

ポートを継続していく。 

3 
高齢者の居場所づくりの推進 

［健康福祉課］ 

・生活支援コーディネーターを中心として通いの場である地区サロンの新

規創設に取り組みながら、既存サロンに対しても講師派遣などを行いな

がらサロン活動の継続を支援している。 

4 
地域支え合い活動の促進 

［健康福祉課］ 

・概要に記載の事業を実施し、高齢者・要援護者の支援と見守りを実施し

ている。 

5 
認知症対策の推進 

［健康福祉課］ 

・認知症への理解や対応方法などを学ぶ、認知症サポーター養成講座を

神田地域で老人クラブや個人事業主へ実施。 
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  施策 事業実績 

認知症カフェを株式会社くれりあに委託。令和4年度までイベント形式で

行っていたが、介護者が集う場として精神面のケアを行っている。 

6 
在宅介護支援の推進 

［健康福祉課］ 

・概要に記載の事業を実施し、在宅介護者の経済的負担の軽減を図って

いる。 

7 
地域支援体制の構築 

［健康福祉課］ 

・乳幼児健診や巡回相談等で子どもの発達の遅れや障害の早期発見を

し、早期に専門機関につなげています。庁内だけでなく、外部の関係機

関とも連携し、切れ目のない支援を図っています。 

8 
障がい者の相談支援体制の強化 

［健康福祉課］ 

・相談支援専門員へ障がい者相談支援事業を委託し、総合的な相談、関係

機関との連携、サービス利用調整等を行い、相談支援体制の強化に努め

ている。 

9 
障がい者の就労支援の推進 

［健康福祉課］ 

・関係機関と連携し、障がい者の就労に関する情報提供、生活自立支援セ

ンターもがみによる就労準備支援事業等へ繋いでいる。また、就労経験

のない方へは居場所づくりを行い、就労へ向けて自宅から外出する練習

や生活リズムを整える支援を行っている。 

10 

障がい者地域生活支援拠点の整

備 

［健康福祉課］ 

・最上地区自立支援協議会においてMOGAMI障がい(児)者応援ネット

ワーク(最上圏域地域生活支援拠点)を整備した。現在事業所登録手続

きを進めている。 

11 
成年後見制度の拡充 

［健康福祉課］ 

・中核機関として、包括支援センターに戸沢村権利擁護センターを設置、

協議体として戸沢村権利擁護センター運営協議会を設置し、支援体制の

整備に努めている。 

最上地域でネットワーク形成を行い、成年後見の事例検討を行うなど、

利用促進のために研修会の開催や制度啓発を行っていく。 

加えて、高齢者、障がい者、児童の権利擁護を推進するため、虐待の事

例検討や情報共有を進めていく。 
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第3節 第3期総合戦略の展開 

戦略１ 定住促進プロジェクト（しごと・くらし） 

 

経済基盤の強靱化と良好な定住環境を形成し、 

生産年齢人口の転出抑制とＵＪＩターンによる転入増加につなげます 

 

番号 成果指標 基準 目標 所管課 

1 
農業産出額 
（耕種、畜産、加工農産物の合計） 

14億2千万円 

（令和5年） 

R5比110％ 

（令和12年） 
産業振興課 

2 年間観光客入込数 
37万8千人 

（令和6年） 

53万人 

（令和12年） 
まちづくり課 

 

1.1 農林業の稼ぐ力を応援します 

番号 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準 目標 所管課 

1 新規就農者数 
6人 

(令和3～6年度） 

5年累計 4人 

（令和8～12年度） 
産業振興課 

2 スマート農業導入件数 
16件 

(令和3～6年度） 

5年累計 4件 

（令和8～12年度） 
産業振興課 

3 農産物等の特産品開発品数 
4品 

(令和3～6年度） 

5年累計 1品 

（令和8～12年度） 
産業振興課 

 

番号 施策 概要 

1 
園芸作物の振興 

［産業振興課］ 

○ 村の推奨作物であるミニトマト・パプリカ・りんどう等の取り組みを強化し、

生産拡大に向けて新たな担い手の掘り起こしや補助事業等による施設整備

を進め、栽培技術の向上による安定的な複合経営の推進を行います。 

○ 「鞭打野園芸団地組合」の地区をモデルにした水田畑地化による土地利用型

作物の産地化を支援します。 

2 
スマート農業の振興 

［産業振興課］ 

○ 農業用ドローンや自動走行トラクター、収穫用ロボット等のロボット機器の

導入や、生産管理システム等のＩＣＴ（情報通信技術）、ＡＩ（人工知能）技術の

導入を行う農業者を支援し、スマート農業の推進を図ります。 

3 

産地化としてのブランドの

確立 

［産業振興課］ 

○ 農産物の品質管理や品質保証を徹底するため各種栽培認証を取得し、「安

心・安全」な農産物の提供を実践します。 

○ 市場関係者や消費者からの信頼を確保するため「戸沢ブランド」の確立を推

進します。 

プロジェクトの目的 

成果指標 

プロジェクトの内容 
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番号 施策 概要 

4 
農産物等の特産品開発 

［産業振興課］ 

○ 「安心・安全」な農産物を活用して農産加工による新規の商品開発に努め、

生食生産販売と併せて加工食材としての利用により、特産品の開発や6次

産業化の推進を図ります。これまでの取組については、抜本的な改善が求め

られています。 

5 

農業後継者の育成による担

い手の確保 

［産業振興課］ 

○ 国庫補助の次世代人材確保支援事業の活用、村単独での支援金、ＪＡと連携

した育成支援を充実させ、人材の確保を図ります。 

6 
林業従事後継者の育成 

［産業振興課］ 

○ 東北農林専門職大学と連携しながら、林業従事者の育成や後継者の確保を

図ります。 

 

政策の柱 政策パッケージ 

（１） 安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生 ◆ 農福連携の取組の推進 

（２） 稼ぐ力を高め、付加価値創出型の新しい地方経

済の創生～地方イノベーション創生構想～ 
◆ 農林水産業の未来を創るスマート技術の開発・普及促進 

 

 

1.2 自然体験観光、事業活性化、働きがいを応援します 

番号 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準 目標 所管課 

1 自然体験観光事業実施数 
13事業 

（令和6年度） 

15事業 

（令和12年度） 
まちづくり課 

2 
観光プロモーション実績値 

（ＳＮＳフォロワー数） 

4,055人 

(令和6年度） 

5,000人 

（令和12年度） 
まちづくり課 

3 

インバウンド（訪日観光）向け
プロモーション実績値 
（海外向け【台湾】ＳＮＳフォロ
ワー数） 

2,937人 

(令和6年度） 

3,500人 

（令和12年度） 
まちづくり課 

4 
村民の雇用人数（戸沢村企業
立地等雇用促進奨励金等に
よる） 

1件 

(令和3～6年度） 

5年累計 3件 

（令和8～12年度） 
まちづくり課 

5 地域振興拠点利用者数 
118,848人 

（令和6年度） 

150,000人 

（令和12年度） 
まちづくり課 

 

番号 施策 概要 

1 

広域観光ルートの確立 

［まちづくり課］ 

○ 最上地域観光協議会、庄内観光コンベンション協会等との連携強化を図りま

す。 

○ 他市町村との連携強化等を推進し、連携事業を実施します。 

2 

インバウンド対策の強化 

［まちづくり課］ 

○ インバウンド需要に対応するため、表記等の多言語化やトイレの洋式化、Wi-

Fi整備等、受け入れ環境の整備に努め、合わせてインバウンド（訪日観光）に

向けたプロモーションを強化します。 

3 
グリーンツーリズムの促進 

［まちづくり課］ 

○ 四季を通じた農業体験やトレッキング等、山間部の観光資源を活用し、交流

を図ります。 

地方創生2.0との関係性 
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番号 施策 概要 

4 

小規模企業振興基本条例に

基づく支援 

［まちづくり課］ 

○ 小規模企業振興基本条例に基づき、もがみ北部商工会を支援します。 

○ 金山町・真室川町・鮭川村と密に連携し、商工業の振興を図ります。 

5 

起業支援の推進 

［まちづくり課］ 

○ 企業支援交付金の活用について周知を図り、起業を促し、要望に応じて廃校

舎を利用したサテライトオフィスの整備やWi-Fiの環境整備等を検討しま

す。 

6 

商工・農商をはじめとする連

携や本業＋副業の事業化 

［まちづくり課］ 

○ 基幹産業との連携を図り、地域資源とマッチングによる商品やサービスの開

発を促進するとともに、新たなビジネスモデルの構築を検討します。 

7 
若者労働者の雇用の場の確保 

［まちづくり課］ 

○ 戸沢村企業立地等雇用促進奨励金等により、継続して村民の雇用の促進に

取り組みます。 

8 
地域振興拠点施設の活用推進 
［まちづくり課］ 

○ 道の駅とざわモモカミの里高麗館、いきいきランドぽんぽ館の利用を促進

し、地域の活性化を図ります。 

 

政策の柱 政策パッケージ 

（１） 安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生 ◆ 実質賃金の引上げ等 

（２） 稼ぐ力を高め、付加価値創出型の新しい地方経

済の創生～地方イノベーション創生構想～ 

◆ 地域を支える企業の輸出・海外展開支援を通じた高付加価値化 

◆ 産業集積の形成支援を通じた高付加価値化 

◆ 地域資源の高付加価値化の取組の強化（地場産業・伝統工芸品） 

◆ 地域経済をけん引する中堅・中小企業に対する地域の支援体制の構築 

（３）人や企業の地方分散～産官学の地方移転、都市

と地方の交流等による創生～ 
◆ 地域における事業承継の担い手の確保 

（４）新時代のインフラ整備とＡＩ・デジタルなどの新

技術の徹底活用 

◆ ＧＸ産業立地の推進 

◆ ＧＸ・ＤＸ分野における大規模投資の促進や人材の育成・確保 

◆ 産業用地・産業インフラの確保 

 

 

1.3 自然が身近で安全な定住環境をつくります 

番号 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準 目標 所管課 

1 防災士有資格者数 
17人 

（令和６年度末） 

22人 

（令和12年度末） 
危機管理課 

 

番号 施策 概要 

1 
定住促進住宅の建設 

［建設水道課］ 
○ 企業等の民間資金の活用による建設を行い、定住者の確保に努めます。 

2 
空き家情報の提供 

［建設水道課］ 

○ 空き家等対策計画に基づき、空き家バンク制度を活用し、空き家の活用を図

ります。 

3 

光ファイバー網を利用した

整備 

［総務課］ 

○ 村内全域に光ファイバー網が敷設され整備された情報通信基盤を活用し、

一人暮らし世帯の安全確認や健康、医療、防災等多目的利用を検討します。 

○ 指定緊急避難場所となっている地区公民館等の公的施設を結ぶため、フリ

ーWi-Fi構築事業と連携し、災害時も速やかに情報を入手・共有できる通信

網の整備を検討します。 

地方創生2.0との関係性 
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番号 施策 概要 

4 
除雪体制・除雪機械の整備 

［建設水道課］ 

○ 民間の力を生かした除雪体制の充実や除雪機械の計画的な整備を図りま

す。 

5 
防災体制の強化・充実 

［危機管理課］ 

○ ハザードマップを活用した災害時における避難体制の強化、自主防災組織

及び防災リーダーの育成・支援を図るとともに防災士有資格者の積極的な

活用を図ります。 

 

政策の柱 政策パッケージ 

（１） 安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生 

◆ 地域に根ざす国公有財産の戦略的マネジメントによるエリア価値向上 

◆ 避難所の生活環境の抜本的改善を始めとした地域の防災力強化 

◆ ソフト・ハードを組み合わせた地域防災力の強化 

◆ 災害対応のデジタル化・被災者支援業務の高度化 

（３）人や企業の地方分散～産官学の地方移転、都市

と地方の交流等による創生～ 

◆ 若者や女性の地域交流の促進 

◆ 二地域居住等の推進 

  

地方創生2.0との関係性 



 

102 

戦略２ 出生数増加プロジェクト（ひと・つながり） 

 

県内外との交流を通じて関係人口を増やし、 

若者（子育て世代）の移住可能性を高めます 

子どもを育てやすい、子どもがのびのびと育つ村をつくり、 

出生数の増加につなげます 

 

番号 成果指標 基準 目標 所管課 

1 ふるさと納税金額 

過去最多 

148,862千円 

（令和4年度） 

3億円 

（令和12年度） 
まちづくり課 

2 合計特殊出生率 
直近値 1.31 

(令和4年) 

現状維持 

（令和12年） 
健康福祉課 

 

2.1 村の“ファン”と“応援団”を増やします 

番号 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準 目標 所管課 

1 
東京戸沢会チャリティ物産
市、中井町交流等、地域間交
流イベント開催数 

累計 9回 
5年累計30回 

（令和8～12年度） 

まちづくり課 

教育委員会 

2 
最上8市町村等の広域観光・
交流事業・イベント等の実施
件数 

累計 70件 
5年累計100件 

（令和8～12年度） 
まちづくり課 

 

番号 施策 概要 

1 都市等との地域間交流の促進 

［まちづくり課］［教育委員会］ 

○ 東京戸沢会チャリティ物産市や中井町交流等の各種イベントを継続して実

施し、地域間交流を図ります。 

2 中井町とのふれあい交流活動

の促進 

［教育委員会］ 

○ 中井町との青少年ふれあい交流の継続に取り組みます。 

3 広域交流の拡大と相互連携の

推進 

［まちづくり課］ 

○ 最上8市町村の広域交流を拡大し、広域観光・交流事業・イベント等を含め、

相互連携の拡充を図ります。 

4 ＵＪＩターンの受け入れ対策の 

推進 

［まちづくり課］ 

○ ＵＪＩターン者への認知度を高めるため、県・最上地域協議会と連携したイベ

ントの開催、継続的な情報提供、空き住宅情報の整備を図り、受け入れ環境

づくりに努めます。 

 

プロジェクトの目的 

成果指標 

プロジェクトの内容 



 

103 

第 3 章 総合戦略 

 

政策の柱 政策パッケージ 

（３）人や企業の地方分散～産官学の地方移転、都市

と地方の交流等による創生～ 

◆ 関係人口を可視化する仕組み（ふるさと住民登録制度）の創設 

◆ 関係人口の量的拡大・質的向上に向けた環境整備等 

◆ 若者や女性の地域交流の促進 

◆ 二地域居住等の推進 

（５）広域リージョン連携 ◆ 都道府県域を超える広域リージョン連携の枠組みの創設 

 

 

2.2 子どもを育てる、健やかに育つ環境を地域と一緒につくります 

番号 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準 目標 所管課 

1 婚活イベント参加者数 
164人 

（令和3～6年度） 

5年累計 200人 

（令和8～12年度） 
まちづくり課 

2 
子育て支援センター 
開催時間 

月曜～金曜 1日5時間 

（令和2年度～） 

月曜～金曜1日6時間 

（令和8～12年度） 
健康福祉課 

 

番号 施策 概要 

1 
婚活事業の広域実施 

［まちづくり課］ 
○ 県や最上管内市町村と連携を図り、継続して婚活イベントを実施します。 

2 

誰もが働きやすい 

雇用の場の確保 

［まちづくり課］ 

○ 年金受給年齢引き上げに伴う高齢者の所得確保や男女共同参画社会の推

進のため、企業と連携し、雇用の場を確保します。 

3 
子どもの人権尊重の推進 

［健康福祉課］ 

○ 子どもの前で夫婦喧嘩する等の行いは、面前ＤＶ（ドメスティック・バイオレ

ンス）として心理的虐待の例にあたることや、しつけと称しての暴力はもち

ろん、その他の虐待が起こらないよう、子どもの人権を尊重し、児童虐待等

のない地域社会づくりのために、要保護児童対策地域協議会を中心として

予防・啓発に努めます。 

4 

親子や親同士等の 

交流機会の創出 

［健康福祉課］ 

○ 子育て支援として、子育て支援センターの機能強化を図り、親子や親同士

等の交流の機会を創出します。 

5 
経済的支援の実施 

［健康福祉課］ 

○ 児童手当や児童扶養手当等の制度活用、高校生以下の医療費無償化の福

祉医療制度の充実等、各種経済的支援に努めます。 

6 

虐待、家庭内暴力、 

ひきこもり等の未然防止 

［健康福祉課］ 

○ 地域と連携し、児童・障がい者・高齢者等の虐待や家庭内暴力、ひきこもり

等の情報を把握し、未然防止と早期からの適切な対応に努めます。 

7 
地域共育活動団体の活動支援 

［教育委員会］ 

○ 地域活動・伝承文化を核とした地域共育活動の活性化を図ります。 

○ 地域学校協働本部を設置します。 

8 
保小中一貫教育の構築 

［教育委員会］ 

○ 保育指針に即した幼児教育を実践します。 

○ 保小中一貫教育を推進します。 

○ 育成すべき資質・能力と目指す児童生徒像を基にした教科横断的教育課程

を実践します。 

○ 生活科・総合的な学習の時間を核とした探究型学習を推進します。 

○ 学びのステージに合わせた指導体制を確立します。 

地方創生2.0との関係性 
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政策の柱 政策パッケージ 

（１） 安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生 

◆ 女性の起業を通じた新たな職場の創出 

◆ 包括的な福祉等の支援体制の構築による地域共生社会の実現 

◆ 若者・子育て世帯に寄り添った結婚、妊娠・出産の希望をかなえる支援 

（２） 稼ぐ力を高め、付加価値創出型の新しい地方経

済の創生～地方イノベーション創生構想～ 
◆ 農林水産業の未来を創るスマート技術の開発・普及促進 

（４）新時代のインフラ整備とＡＩ・デジタルなどの新

技術の徹底活用 
◆ デジタル行財政改革の推進による社会変革の実現 

  

地方創生2.0との関係性 
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戦略３ 健康長寿プロジェクト（げんき・ささえあい） 

 

生涯にわたる健康で活躍できる環境と、みんなで支え合う村づくりを 

進め、健康寿命の延伸と60歳以上の転出抑制につなげます 

 

番号 成果指標 基準 目標 所管課 

1 合計特殊出生率 
直近値 1.31 

(令和4年) 

現状維持 

（令和12年） 
健康福祉課 

2 健康寿命 

平均寿命 

男性80.5年 

女性87.6年 

県平均に近づく 健康福祉課 

3 
地域サロン 

地区数及び延べ人数 

25地区 7,648人 

(令和3～6年度） 

5年累計 

24地区 10,000人 

（令和8～12年度） 

健康福祉課 

4 
通いの場 

箇所数及び延べ人数 

2箇所 11,186人 

(令和3～6年度） 

5年累計 

3箇所 18,000人 

（令和8～12年度） 

健康福祉課 

5 
生活支援体制整備 

拠点数 
未設置 

5年累計3箇所 

（令和8～12年度） 
健康福祉課 

6 
認知症カフェ 

開催数及び延べ人数 

15回 112人 

(令和3～6年度） 

5年累計 

45回 450人 

（令和8～12年度） 

健康福祉課 

7 
認知症サポーター養成講座 

開催数延べ人数 

9回 113人 

(令和3～6年度） 

5年累計 

20回 300人 

（令和8～12年度） 

健康福祉課 

 

3.1 生涯の健康と活躍をみんなで応援します 

番号 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準 目標 所管課 

1 健康マイレージ登録者数 
123人 

（令和6年度） 

150人 

（令和12年度） 
健康福祉課 

2 
特定健康診査受診率 
（国保） 

50% 

（令和6年度） 

52.9％ 

（令和12年度末） 
健康福祉課 

3 糖尿病ハイリスク者 
32.2% 

（令和6年度） 

20％ 

（令和12年度末） 
健康福祉課 

4 がん検診精密検査受診率 
平均83％ 

（令和6年度） 

85％ 

（令和12年度末） 
健康福祉課 

プロジェクトの目的 

成果指標 

プロジェクトの内容 
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番号 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準 目標 所管課 

5 
ゲートキーパー養成講座 
修了者数 

40人 

（R3～延べ159人） 

延べ100人 

（令和12年度末） 
健康福祉課 

6 子どもの予防接種率 
平均約69％ 

（令和6年度） 

72％ 

（令和12年度末） 
健康福祉課 

7 地域づくり交付金事業 
37件 

(令和3～6年度） 

5年累計 50件 

（令和8～12年度） 
まちづくり課 

 

番号 施策 概要 

1 
予防接種の勧奨 

［健康福祉課］ 

○ 乳児訪問や健診の機会を活用し、接種内容の周知と積極的な勧奨に努めま

す。 

○ 予防接種に対する支援を継続するとともに、感染症に伴う接種について

も、適切に対応していきます。 

○ 増加する対象者に備えて薬剤の確保を計画的に行います。 

2 
疾病の早期発見と早期治療 

［健康福祉課］ 

○ 生活習慣病予防の知識の普及を図るとともに、健診の受診率の向上、疾病

の早期発見、早期治療を図ります。 

○ 検査結果により精密検査や診療が必要な方を、確実に医療機関につなげる

指導を行っていきます。 

3 
健康指導・健康教育の充実 

［健康福祉課］ 

○ 高血圧症や糖尿病といった生活習慣病の発症予防、重症化予防のため特

定健診の受診率の向上とＫＤＢデータを活用した効果的な健康指導・健康

教育の充実を図ります。 

○ 後期高齢者と介護の一体化制度により、データ分析を行いながら、ピンポ

イントによる指導や健康指導を実施します。 

4 
村民主体の健康づくりの推進 

［健康福祉課］ 

○ ぽんぽ館や生涯学習センター等の施設、健康運動指導士等の専門職を活用

した健康づくり、健康マイレージを活用した動機付けによる継続的な健康

づくりの推進を図ります。 

○ 自主的な各地区での運動教室やサロン活動に対し、積極的に支援していき

ます。 

5 
「こころの健康づくり」の推進 

［健康福祉課］ 

○ 「こころの健康づくり」として、うつ病等の心の病を持つ人を早期の専門機

関受診につなげるとともに、支えている家族や周囲の人々に対する相談支

援を行う等、関係機関と連携した支援を図ります。 

○ 庁内に村長をトップとした自殺対策連絡協議会を設置するとともに、村民

によるゲートキーパーの養成を図ります。 

6 
村民との協働の推進 

［健康福祉課］ 

○ 地域住民や自治会、老人クラブやボランティア団体、福祉関係者との連携・

協力し、村民と協働の村づくりを目指します。 

○ 地区にとらわれず、地域で包括的に活動できる支援の輪を広げていきま

す。 

7 
各種団体の育成との連携 

［まちづくり課］ 

○ 各種団体の調整や役員等の育成を図るとともに、ボランティア活動や各種

イベント等で連携し、実施します。 

8 
自治会・地区会等への支援 

［教育委員会］［まちづくり課］ 

○ 自治会・地区会と情報共有を行うとともに、地区公民館等の新築・増改築の

補助や各種施設の修繕・各コミュニティ形成に必要な経費については、地域

づくり交付金事業を継続して行い、地域活性化を図ります。 
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政策の柱 政策パッケージ 

（１） 安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生 

◆ 包括的な福祉等の支援体制の構築による地域共生社会の実現 

◆ 多様な人材が活躍できる機会の創出 

◆ 農福連携の取組の推進 

◆ 地域における多文化共生の推進 

◆ 地域の医療提供体制の維持・確保 

◆ 地域の介護・福祉サービス等の維持・確保 

◆ 全世代・全員活躍型「生涯活躍のまち」（日本版ＣＣＲＣ）2.0の展開 

（５）広域リージョン連携 ◆ デジタル行財政改革の推進による社会変革の実現 

 

3.2 村民の暮らしをみんなで最期まで支えます 

番号 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準 目標 所管課 

1 自主防災組織率 
98% 

（令和6年度） 

100％ 

（令和12年度末） 
危機管理課 

 

番号 施策 概要 

1 
災害時の避難支援体制の強化 

［健康福祉課］ 

○ 災害時等避難行動要支援者の避難支援や安否確認はもちろん、発災状況

により、災害時等避難行動要支援者以外の高齢者や障がい者等に対しても

対応できるよう、自主防災組織や民生委員と連携して避難支援が円滑に行

えるよう努めます。 

2 
高齢者の生活支援の推進 

［健康福祉課］ 

○ 高齢者が住み慣れた地域で安心して老後を過ごせるよう、生活支援体制の

整備を進めるとともに、経済的・環境的に困窮している対象者に対し、支援

体制を拡充し、自立支援体制を進めます。 

3 
高齢者の居場所づくりの推進 

［健康福祉課］ 

○ 保健・医療・福祉等関係機関と連携し、健康づくりや介護予防の普及を図る

とともに地域でのサロン活動へ積極的な支援を行い、高齢者が気軽に集ま

れる居場所づくりを推進します。 

4 
地域支え合い活動の促進 

［健康福祉課］ 

○ 緊急通報システムの設置やふれあい弁当サービス、ヤクルト配達による見

守り活動、高齢者福祉交通や除雪サービスの拡充等、一人暮らし等高齢者

の支援を図るとともに、サロン活動への積極的参加等により社会的孤立を

防ぎ、見守り等を通じて地域全体でのかかわりを促進します。 

5 
認知症対策の推進 

［健康福祉課］ 

○ 認知症カフェ等を通じて認知症の人やその家族に対する支援と、認知症に

対する正しい知識を持ち、地域全体で見守る環境づくりを進めます。 

○ 認知症に対する理解を深め、認知症の方をサポートできる認知症サポータ

ー養成講座を開催し、認知症患者に対する支援を広げていきます。 

6 
在宅介護支援の推進 

［健康福祉課］ 

○ 在宅で介護している家族に対して、激励金や紙おむつ等の経済的支援を継

続するとともに、在宅での医療や介護の充実を目指します。 

7 
地域支援体制の構築 

［健康福祉課］ 

○ 庁内の母子保健部門との連携はもちろん、学校や専門機関とも連携し、子

どもの発達の遅れや障害の早期発見と早期療育に努めるとともに、家族の

受認を得ながら相談支援体制を強化しつつ、山形県サポートファイルを活

用しながら、ライフステージに沿って切れ目のない支援体制を図ります。 

8 

障がい者の相談支援体制の 
強化 

［健康福祉課］ 

○ 専門職員と連携した相談支援体制の強化を図るとともに、権利擁護の推進

や必要なサービスを円滑に提供できる体制の強化を努めます。 

地方創生2.0との関係性 
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番号 施策 概要 

9 
障がい者の就労支援の推進 

［健康福祉課］ 

○ 障がい者の就労定着を図るため、最上障害者・就業生活支援センターと連

携を図りながら、団体や事業者、民間企業等の関係機関とともに、就労に

関する情報を積極的に提供します。 

○ 社会福祉協議会に障がい者の居場所づくりを行う中で、一人一人特性に合

った就労支援のあり方を探っていきます。 

10 

障がい者地域生活支援拠点 
の整備 

［健康福祉課］ 

○ 障がい者の重度化や高齢化、「親亡き後」を見据えた居住支援のための機

能（相談、緊急時の受入等）を持つ支援拠点の構築とサービス体制の提供

を図ります。 

11 
成年後見制度の拡充 

［健康福祉課］ 

○ 高齢者や障がい者等の権利擁護を必要とする事案の増加に伴い、成年後

見人制度の拡充が求められています。 

○ 支援体制の整備とともに、国が求める中核的機能を取り入れながら、権利

擁護に努めます。 

 

政策の柱 政策パッケージ 

（１） 安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生 

◆ 包括的な福祉等の支援体制の構築による地域共生社会の実現 

◆ 多様な人材が活躍できる機会の創出 

◆ 農福連携の取組の推進 

◆ 地域における多文化共生の推進 

◆ 地域の医療提供体制の維持・確保 

◆ 地域の介護・福祉サービス等の維持・確保 

◆ 全世代・全員活躍型「生涯活躍のまち」（日本版ＣＣＲＣ）2.0の展開 

（５）広域リージョン連携 ◆ デジタル行財政改革の推進による社会変革の実現 

 

  

地方創生2.0との関係性 
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